
備 考

　２３条第１項」とすること。

該当なし

別記様式第２号（その１の２）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記入欄

フ リ ガ ナ チュウオウダイガクダイガクイン

大 学 の 名 称 中央大学大学院

大 学 本 部 の 位 置 東京都八王子市東中野742番1

計 画 の 区 分 大学院の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ガッコウホウジン　チュウオウダイガク

設 置 者 学校法人　中央大学

法科大学院

年 人 年次
人

人

法務博士
（専門職）

大 学 の 目 的

　本大学に設置する大学院は、課程の目的に応じ、学術の理論及び応用を教授・研究し、その深
奧をきわめて、本大学の使命を達成することを目的とする。
　専門職大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担うた
めの深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とする。

新設研究科等の目
的

新
設
研
究
科
等
の
概
要

新設研究科等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

計
160

(200)
－

480
(600)

法務研究科
　法務専攻
　（専門職学位課程）

　近年、全国の法科大学院入学志願者数は減少傾向が続いており、優秀な学生の獲得に向けては
司法試験合格率、とりわけ法学既修者の修了１年目合格率を向上させることが必要であり、本学
法科大学院の教育及び修了生の更なる質の向上に資するため、収容定員を600人から480人に変更
したい。

同一設置者内にお
け る 変 更 状 況
（定員の移行，名
称 の 変 更 等 ）

教育
課程

新設研究科等の名称
開設する授業科目の総数

学位

法学関係

　年　月
第　年次

令和7年4
月

第1年次

東京都千代田区
神田駿河台3丁
目11番5

3 160
(200)

－ 480
(600)

学位の分野
開設時期及
び開設年次

所在地

修了要件単位数
講義 演習 実験・実習 計

- - - - - -

（12） （0） (41)

　民事法専攻
　　（博士課程前期課程）

研　究　科　等　の　名　称

専任教員

助手
専任教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

17 0 0 0 17 0 47

（18） （0） （0） （0） （18） （0） （47）

新
　
設
　
分

法学研究科
　公法専攻
　　（博士課程前期課程）

人 人 人 人 人 人 人

9 0 0 0 9 0 41

（0） （0）（12） （0）

　国際企業関係法専攻
　　（博士課程前期課程）

7 0 0 0 7 0 41

（8） （0） （0） （0） （8） （0） （41）

　刑事法専攻
　　（博士課程前期課程）

6 0 0 0 6 0 45

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （45）

　公法専攻
　　（博士課程後期課程）

9 0 0 0 9 0 6

（13） （0） （0） （0） （13） （0） （6）

　政治学専攻
　　（博士課程前期課程）

10 2 0 0 12 0 45

（10） （2） （0） （0） （12） （0） （45）

　刑事法専攻
　　（博士課程後期課程）

6 0 0 0 6 0 6

（7） （0） （0） （0） （7） （0） （6）

　民事法専攻
　　（博士課程後期課程）

21 0 0 0 21 0 3

（24） （0） （0） （0） （24） （0） （3）

　政治学専攻
　　（博士課程後期課程）

10 0 0 0 10 0 0

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （0）

　国際企業関係法専攻
　　（博士課程後期課程）

9 0 0 0 9 0 6

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （6）

経済学研究科
　経済学専攻
　　（博士課程前期課程）

24 0 0 0 24 0 16

（27） （0） （0） （0） （27） （0） （16）

　経済学専攻
　　（博士課程後期課程）

18 0 0 0 18 0 0

（21） （0） （0） （0） （21） （0） （0）
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（0） （0） （61） （0） （8）

　商学専攻
　　（博士課程後期課程）

38 6 0 0 44 0 0

（41） （6） （0） （0） （47） （0） （0）

商学研究科
　商学専攻
　　（博士課程前期課程）

46 11 0 0 57 0 8

（50） （11）

理工学研究科
　数学専攻
　　（博士課程前期課程）

9 2 0 0 11 0 121

（10） （2） （0） （0） （12） （0） （121）

　都市人間環境学専攻
　　（博士課程前期課程）

14 2 0 0 16 0 122

（16） （2） （0） （0） （18） （0） （122）

　物理学専攻
　　（博士課程前期課程）

9 2 0 0 11 0 126

（10） （2） （0） （0） （12） （0） （126）

　電気電子情報通信工学専攻
　　（博士課程前期課程）

8 4 0 1 13 0 119

（8） （4） （0） （1） （13） （0） （119）

　精密工学専攻
　　（博士課程前期課程）

10 1 0 0 11 0 113

（11） （1） （0） （0） （12） （0） （113）

　ビジネスデータサイエンス専攻
　　（博士課程前期課程）

7 1 0 0 8 0 109

（10） （1） （0） （0） （11） （0） （109）

　応用化学専攻
　　（博士課程前期課程）

10 1 0 0 11 0 118

（11） （1） （0） （0） （12） （0） （118）

　生命科学専攻
　　（博士課程前期課程）

5 2 0 0 7 0 124

（5） （2） （0） （0） （7） （0） （124）

　情報工学専攻
　　（博士課程前期課程）

7 3 0 0 10 0 149

（8） （3） （0） （0） （11） （0） （149）

　物理学専攻
　　（博士課程後期課程）

9 2 0 0 11 0 23

（10） （2） （0） （0） （12） （0） （23）

　数学専攻
　　（博士課程後期課程）

9 0 0 0 9 0 23

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （23）

　精密工学専攻
　　（博士課程後期課程）

10 1 0 0 11 0 19

（11） （1） （0） （0） （12） （0） （19）

　都市人間環境学専攻
　　（博士課程後期課程）

14 0 0 0 14 0 22

（16） （0） （0） （0） （16） （0） （22）

　ビジネスデータサイエンス専攻
　　（博士課程後期課程）

7 1 0 0 8 0 20

（10） （1） （0） （0） （11） （0） （20）

　応用化学専攻
　　（博士課程後期課程）

10 0 0 0 10 0 23

（11） （0） （0） （0） （11） （0） （23）

　電気・情報系専攻
　　（博士課程後期課程）

16 0 0 0 16 0 18

（17） （0） （0） （0） （17） （0） （18）

　生命科学専攻
　　（博士課程後期課程）

5 2 0 0 7 0 23

（5） （2） （0） （0） （7） （0） （23）

文学研究科
　国文学専攻
　　（博士課程前期課程）

6 1 0 0 7 0 6

（7） （1） （0） （0） （8） （0） （6）

　独文学専攻
　　（博士課程前期課程）

4 1 0 0 5 0 1

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （1）

　英文学専攻
　　（博士課程前期課程）

9 2 0 0 11 0 2

（10） （2） （0） （0） （12） （0） （2）

　中国言語文化専攻
　　（博士課程前期課程）

5 0 0 0 5 0 2

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （2）

　仏文学専攻
　　（博士課程前期課程）

4 1 0 0 5 0 0

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （0）

　東洋史学専攻
　　（博士課程前期課程）

4 1 0 0 5 0 1

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （1）

　日本史学専攻
　　（博士課程前期課程）

5 1 0 0 6 0 11

（5） （1） （0） （0） （6） （0） （11）

　哲学専攻
　　（博士課程前期課程）

5 0 0 0 5 0 3

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （3）

　西洋史学専攻
　　（博士課程前期課程）

5 0 0 0 5 0 2

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （2）

　社会情報学専攻
　　（博士課程前期課程）

5 0 0 0 5 0 4

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （4）

　社会学専攻
　　（博士課程前期課程）

5 0 0 0 5 0 2

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （2）

　心理学専攻
　　（博士課程前期課程）

6 0 0 0 6 0 12

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （12）

　教育学専攻
　　（博士課程前期課程）

6 0 0 0 6 0 6

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （6）

　英文学専攻
　　（博士課程後期課程）

9 0 0 0 9 0 0

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （0）

　国文学専攻
　　（博士課程後期課程）

6 0 0 0 6 0 0

（7） （0） （0） （0） （7） （0） （0）

　独文学専攻
　　（博士課程後期課程）

4 1 0 0 5 0 0

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （0）
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既
設
分

該当なし
- - - -

- - - - - -

（-）

- - -

（-） （-） （-） （-） （-）

図 書 館 職 員
6 9 15

（6） （9） （15）

技 術 職 員
13 33 46

（13） （33） （46）

職　　　種 専　　属 その他 計

事 務 職 員
人 人 人

（430） （409）
430 409 839

計
452 451 903

（452） （451） （903）

指 導 補 助 者
0 0 0

（0） （0） （0）

そ の 他 の 職 員
3 0 3

（3） （0） （3）

637 78 0 1 716 0 -
合　　　　計

（-） （-） （-） （-） （-） （-）

（-） （-）

（78） (0) (1)

　仏文学専攻
　　（博士課程後期課程）

4 1 0 0 5 0 0

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （0）

　日本史学専攻
　　（博士課程後期課程）

5 0 0 0 5 0 5

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （5）

　中国言語文化専攻
　　（博士課程後期課程）

5 0 0 0 5 0 1

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （1）

　西洋史学専攻
　　（博士課程後期課程）

5 0 0 0 5 0 0

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （0）

　東洋史学専攻
　　（博士課程後期課程）

4 1 0 0 5 0 0

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （0）

　社会学専攻
　　（博士課程後期課程）

5 0 0 0 5 0 1

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （1）

　哲学専攻
　　（博士課程後期課程）

5 0 0 0 5 0 2

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （2）

　教育学専攻
　　（博士課程後期課程）

6 0 0 0 6 0 2

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （2）

　社会情報学専攻
　　（博士課程後期課程）

5 0 0 0 5 0 3

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （3）

（0） （0） （32） （0） （14）

　心理学専攻
　　（博士課程後期課程）

6 0 0 0 6 0 3

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （3）

　総合政策専攻
　　（博士課程後期課程）

17 4 0 0 21 0 0

（19） （4） （0） （0） （23） （0） （0）

総合政策研究科
　総合政策専攻
　　（博士課程前期課程）

20 9 0 0 29 0 14

（23） （9）

国際情報研究科
　国際情報専攻
　　（修士課程）

10 6 0 0 16 0 0

（13） （6） （0） （0） （19） （0） （0）

法務研究科
　法務専攻
　　(専門職学位課程）

40 3 0 0 43 0 60

（45） （3） （0） （0） （48） （0） （60）

戦略経営研究科
　戦略経営専攻
　　（専門職学位課程）

12 3 0 0 15 0 48

（13） （3） （0） （0） （16） （0） （48）

戦略経営研究科
　ビジネス科学専攻
　　（博士課程後期課程）

11 0 0 0 11 0 0

（12） （0） （0） （0） （12） （0） （0）

計
637 78 0 1 716 0 -

(703) （78） (0) (1) （782） (0) （-）

(703)

計
-

（782） (0) （-）

（839）
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中央大学

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

校舎敷地 407,539㎡ 0㎡ 0㎡ 407,539㎡

その他 154,993㎡ 0㎡ 0㎡

校
　
地
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

154,993㎡

合 計 562,532㎡ 0㎡ 562,532㎡

大学全体
2,842,124〔1,413,564〕　

講義室等・新設研究科
等

の 専 任 教 員 研 究 室

講義室 実験・実習室 演習室
新設研究科等の専
任 教 員 研 究 室

大学全体
283室 329室 208室 879室

320,312㎡ 0㎡ 0㎡ 320,312㎡

（　　　320,312㎡） （　　　　　0㎡） （　　　　　0㎡） （　　　　320,312㎡）

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

共同研究費等

601,686〔590,459〕　 134,025〔113,867〕　 105,045〔100,876〕　 23,979

（2,717,849〔1,326,525〕） （522,504〔514,013〕） （125,025〔104,867〕） （96,045〔91,876〕） （23,979）

冊 〔うち外国書〕 種 〔うち外国書〕 点 点図
書
・
設
備

新設研究科等の名称

図書 学術雑誌 機械・器具 標本

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

（2,717,849〔1,326,525〕） （522,504〔514,013〕） （125,025〔104,867〕） （96,045〔91,876〕） （23,979） （38）

145,125千円 145,125千円 145,125千円 － －

第３年次 第４年次 第５年次

計
2,842,124〔1,413,564〕　 601,686〔590,459〕　 134,025〔113,867〕　 105,045〔100,876〕　 23,979

教員1人当たり
研究費等は、研
究科単位での算
出不能なため、
学部との合計。

共同研究費等は
大学全体の経
費。

図書購入費には
電子ジャーナ
ル、データベー
ス、その他の経
費（運用コスト
を含む）を含
む。

教員１人当り研究費等 585千円 585千円 585千円 －

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

図書購入費 655,681千円 655,681千円 655,681千円

学生納付金以外の維持方法の概要
①手数料収入（入学検定料収入、証明手数料収入等）
②補助金収入（国庫補助金収入等）

655,681千円 － －

設備購入費 501,307千円 501,307千円 501,307千円

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

1,600千円 1,300千円 1,300千円 －

年 人

501,307千円 － －

－

38

38

(38)

- 0.98 昭和29年度 東京都文京区大塚1丁目4-1

－

学位又
は称号

収 容 定 員
充 足 率

開設
年度

所　在　地

年次
人

人 倍

法学部 4 1,439 5,756

0㎡

　国際企業関係法学科 4 168 672
学士

（法学）
1.03 平成5年度

　法律学科 4 882 3,528
学士

（法学）
0.99 昭和29年度

　政治学科 4 389 1,556
学士

（法学）
0.95 昭和29年度

　経済情報システム学科 4 180 720
学士

（経済学）
1.05

《1.02》
昭和38年度

　国際経済学科 4 265 1,060
学士

（経済学）
1.12

《1.09》
昭和38年度

経済学部 4 1,062 4,248 -
1.08

《1.04》
昭和38年度 東京都八王子市東中野742番1

　経済学科 4 467 1,868
学士

（経済学）
0.99 昭和38年度

商学部 4 1,020 4,080 -
1.07

《1.03》
昭和38年度 東京都八王子市東中野742番1

　経営学科 4 300 1,200
学士

（商学）
1.06

《1.03》
昭和38年度

　公共・環境経済学科 4 150 600
学士

（経済学）
1.28

《1.25》
平成5年度

　金融学科 4 120 480
学士

（商学）
1.17

《1.13》
平成6年度

　会計学科 4 300 1,200
学士

（商学）
1.06

《1.02》
昭和38年度

　国際マーケティング学科 4 300 1,200
学士

（商学）
1.04 昭和38年度

既
 
設
 
大
 
学
 
等
 
の
 
状
 
況

大 学 等 の 名 称

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員
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-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-
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　物理学科 4 70 280
学士

（理学）
1.07

《1.04》
昭和37年度

　都市環境学科 4 90 360
学士

（工学）
1.00 昭和24年度

理工学部 4 1,020 4,080 -
1.01

《0.98》
昭和24年度 東京都文京区春日1丁目13番27号

　数学科 4 70 280
学士

（理学）
1.09

《1.07》
昭和37年度

　応用化学科 4 145 580
学士

（工学）
0.99 昭和24年度

　ビジネスデータサイエンス学科 4 115 460
学士

（工学）
0.96 昭和37年度

　精密機械工学科 4 145 580
学士

（工学）
1.02 昭和24年度

　電気電子情報通信工学科 4 135 540
学士

（工学）
0.99 昭和24年度

　人間総合理工学科 4 75 300
学士

（工学）
0.94 平成25年度

　情報工学科 4 100 400
学士

（工学）
1.06

《1.02》
平成4年度

　生命科学科 4 75 300
学士

（理学）
0.97 平成20年度

学士
（史学）

学士
（哲学）

文学部 4 990 3,960 -
1.05

《1.02》
平成18年度 東京都八王子市東中野742番1

　人文社会学科 4 990 3,960
学士

（文学）
1.05

《1.02》
平成18年度

総合政策学部 4 300 1,200 -
1.05

《1.02》
平成5年度 東京都八王子市東中野742番1

学士
（社会学）

学士
（教育学）

国際経営学部 4 300 1,200 - 1.04 令和元年度 東京都八王子市東中野742番1

　政策科学科 4 150 600
学士

（総合政策）
1.05

《1.03》
平成5年度

　国際政策文化学科 4 150 600
学士

（総合政策）
1.06

《1.02》
平成5年度

国際情報学部 4 150 600 - 1.04 令和元年度 東京都新宿区市谷田町1丁目18番

　国際情報学科 4 150 600
学士

（国際情報）
1.04 令和元年度

　国際経営学科 4 300 1,200
学士

（国際経営学）
1.04 令和元年度

　（法学部通信教育課程）

通信教育部 4 3,000 12,000
学士

（法学）
0.33 昭和25年度 東京都八王子市東中野742番1

　公法専攻 2 8 16
修士

（法学）
0.50 昭和55年度

　（博士課程前期課程）

法学研究科 2 73 146 - 0.27 昭和26年度 東京都文京区大塚1丁目4-1

　（博士課程前期課程）

　刑事法専攻 2 10 20
修士

（法学）
0.75 昭和26年度

　民事法専攻 2 20 40
修士

（法学）
0.32 昭和26年度

　（博士課程前期課程）
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　（博士課程前期課程）

　政治学専攻 2 15 30
修士

（政治学）
0.10 昭和26年度

　（博士課程前期課程）

　国際企業関係法専攻 2 20 40
修士

（法学）
0.02 平成9年度

　（博士課程前期課程）

　公法専攻 3 3 9
博士

（法学）
1.33 昭和55年度

　（博士課程後期課程）

法学研究科 3 28 84 - 0.54 昭和28年度 東京都文京区大塚1丁目4-1

　（博士課程後期課程）

　刑事法専攻 3 5 15
博士

（法学）
0.66 昭和28年度

　（博士課程後期課程）

　民事法専攻 3 7 21
博士

（法学）
0.52 昭和28年度

　（博士課程後期課程）

　政治学専攻 3 3 9
博士

（政治学）
0.88 昭和28年度

　（博士課程後期課程）

　国際企業関係法専攻 3 10 30
博士

（法学）
0.16 平成11年度

　（博士課程後期課程）

　（博士課程前期課程）

　経済学専攻 2 50 100
修士

（経済学）
0.35 昭和26年度

経済学研究科 2 50 100 - 0.35 昭和26年度 東京都八王子市東中野742番1

　（博士課程後期課程）

　経済学専攻 3 10 30
博士

（経済学）
0.43 昭和36年度

　（博士課程前期課程）

経済学研究科 3 10 30 - 0.43 昭和36年度 東京都八王子市東中野742番1

商学研究科 2 25 50 - 0.62 昭和26年度 東京都八王子市東中野742番1

　（博士課程後期課程）
博士

（会計学）

博士
（経営学）

　（博士課程前期課程）

商学研究科 3 5 15 - 0.86 昭和29年度 東京都八王子市東中野742番1

　（博士課程前期課程）

　商学専攻 2 25 50
修士

（商学）
0.62 昭和26年度

　（博士課程後期課程）
博士

（経営学）

博士
（会計学）

　（博士課程後期課程）

　商学専攻 3 5 15
博士

（商学）
0.86 昭和29年度

博士
（経済学）

-基本計画書-6-



-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

理工学研究科 2 347 694 - 1.04 昭和28年度 東京都文京区春日1丁目13番27号

博士
（金融学）

　（博士課程前期課程）

　物理学専攻 2 25 50
修士

（理学）
0.90 昭和42年度

　（博士課程前期課程）

　数学専攻 2 25 50
修士

（理学）
0.38 平成3年度

　（博士課程前期課程）

　精密工学専攻 2 52 104
修士

（工学）
1.35 昭和30年度

　（博士課程前期課程）

　都市人間環境学専攻 2 60 120
修士

（工学）
1.02 昭和28年度

　（博士課程前期課程）

　応用化学専攻 2 45 90
修士

（工学）
1.34 昭和30年度

　（博士課程前期課程）

　電気電子情報通信工学専攻 2 45 90
修士

（工学）
1.33 平成29年度

　（博士課程前期課程）

　情報工学専攻 2 40 80
修士

（工学）
0.86 平成29年度

　（博士課程前期課程）

　ビジネスデータサイエンス専攻 2 30 60
修士

（工学）
0.90 平成3年度

　（博士課程前期課程）
修士

（工学）

理工学研究科 3 29 87 - 0.64 昭和30年度 東京都文京区春日1丁目13番27号

　（博士課程前期課程）

　生命科学専攻 2 25 50
修士

（理学）
0.66 平成24年度

　（博士課程後期課程）

　物理学専攻 3 3 9
博士

（理学）
0.55 平成3年度

 （博士課程後期課程）

　数学専攻 3 3 9
博士

（理学）
0.22 平成6年度

　（博士課程後期課程）

　精密工学専攻 3 3 9
博士

（工学）
0.88 昭和39年度

　（博士課程後期課程）

　都市人間環境学専攻 3 5 15
博士

（工学）
1.13 昭和30年度

　（博士課程後期課程）

　ビジネスデータサイエンス専攻 3 3 9
博士

（工学）
1.00 平成10年度

　（博士課程後期課程）

　応用化学専攻 3 3 9
博士

（工学）
0.55 昭和39年度
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　（博士課程後期課程）
博士

（工学）

　電気・情報系専攻 3 7 21
博士

（工学）
0.38 平成29年度

　（博士課程後期課程）

　生命科学専攻 3 2 6
博士

（理学）
0.16 平成24年度

文学研究科 2 80 160 - 0.61 昭和30年度 東京都八王子市東中野742番1

　（博士課程前期課程）

　（博士課程後期課程）

　英文学専攻 2 10 20
修士

（文学）
0.25 昭和31年度

　（博士課程前期課程）

　国文学専攻 2 10 20
修士

（文学）
0.30 昭和31年度

　（博士課程前期課程）

　仏文学専攻 2 5 10
修士

（文学）
0.70 昭和30年度

　（博士課程前期課程）

　独文学専攻 2 5 10
修士

（文学）
0.40 昭和31年度

　（博士課程前期課程）

　日本史学専攻 2 7 14
修士

（史学）
1.71 昭和38年度

　（博士課程前期課程）

　中国言語文化専攻 2 5 10
修士

（文学）
1.00 平成18年度

　（博士課程前期課程）

　西洋史学専攻 2 5 10
修士

（史学）
0.60 昭和37年度

　（博士課程前期課程）

　東洋史学専攻 2 5 10
修士

（史学）
0.30 昭和38年度

　（博士課程前期課程）

　社会学専攻 2 5 10
修士

（社会学）
0.90 昭和37年度

　（博士課程前期課程）

　哲学専攻 2 5 10
修士

（哲学）
0.90 昭和31年度

　（博士課程前期課程）

　教育学専攻 2 5 10
修士

（教育学）
0.50 平成4年度

　（博士課程前期課程）

　社会情報学専攻 2 5 10
修士

（社会情報学）
0.60 平成7年度

　（博士課程前期課程）

　心理学専攻 2 8 16
修士

（心理学）
0.31 平成12年度

　（博士課程前期課程）
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文学研究科 3 46 138 - 0.44 昭和37年度 東京都八王子市東中野742番1

　（博士課程後期課程）

　英文学専攻 3 5 15
博士

（文学）
0.13 昭和39年度

　（博士課程後期課程）

　国文学専攻 3 5 15
博士

（文学）
0.53 昭和38年度

　（博士課程後期課程）

　仏文学専攻 3 3 9
博士

（文学）
0.22 昭和37年度

　（博士課程後期課程）

　独文学専攻 3 3 9
博士

（文学）
0.22 昭和37年度

　（博士課程後期課程）

　日本史学専攻 3 5 15
博士

（史学）
0.93 昭和37年度

　（博士課程後期課程）

　中国言語文化専攻 3 3 9
博士

（文学）
0.33 平成20年度

　（博士課程後期課程）

　西洋史学専攻 3 3 9
博士

（史学）
0.22 平成6年度

　（博士課程後期課程）

　東洋史学専攻 3 3 9
博士

（史学）
0.55 昭和38年度

　（博士課程後期課程）

　社会学専攻 3 3 9
博士

（社会学）
1.22 昭和40年度

　（博士課程後期課程）

　哲学専攻 3 3 9
博士

（哲学）
0.44 昭和37年度

　（博士課程後期課程）

　教育学専攻 3 3 9
博士

（教育学）
0.22 平成6年度

　（博士課程後期課程）

　社会情報学専攻 3 3 9
博士

（社会情報学）
0.33 平成9年度

　（博士課程後期課程）

総合政策研究科 2 40 80 - 0.15 平成9年度 東京都八王子市東中野742番1

　心理学専攻 3 4 12
博士

（心理学）
0.33 平成14年度

　（博士課程後期課程）

　（博士課程前期課程）

総合政策研究科 3 10 30 - 0.16 平成11年度 東京都八王子市東中野742番1

　（博士課程前期課程）

　総合政策専攻 2 40 80
修士

（総合政策）
0.15 平成9年度

　（博士課程後期課程）

　（博士課程後期課程）

　総合政策専攻 3 10 30
博士

（総合政策）
0.16 平成11年度
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該当なし

国際情報研究科 2 25 25 - 0.80 令和5年度 東京都新宿区市谷田町1丁目18番

　（修士課程）

戦略経営研究科 3 12 36 - 0.25 平成22年度 東京都千代田区神田駿河台3丁目11番5

　（修士課程）

　国際情報専攻 2 25 25
修士

（国際情報）
0.80 令和5年度

　（博士課程後期課程）
博士

（学術）

法務研究科 3 200 600 - 0.48 平成16年度 東京都千代田区神田駿河台3丁目11番5

　（博士課程後期課程）

　ビジネス科学専攻 3 12 36
博士

（経営管理）
0.25 平成22年度

　（専門職学位課程）

戦略経営研究科 2 80 160 - 1.02 平成20年度 東京都千代田区神田駿河台3丁目11番5

　（専門職学位課程）

　法務専攻 3 200 600
法務博士

（専門職）
0.48 平成16年度

　（専門職学位課程）

附属施設の概要

　（専門職学位課程）

　戦略経営専攻 2 80 160
経営修士

（専門職）
1.02 平成20年度
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令和6年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和7年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

中央大学 中央大学

法学部 法学部
法律学科 882 - 3,528 法律学科 882 - 3,528
政治学科 389 - 1,556 政治学科 389 - 1,556
国際企業関係法学科 168 - 672 国際企業関係法学科 168 - 672

経済学部 経済学部
経済学科 467 - 1,868 経済学科 467 - 1,868
経済情報システム学科 180 - 720 経済情報システム学科 180 - 720
国際経済学科 265 - 1,060 国際経済学科 265 - 1,060
公共・環境経済学科 150 - 600 公共・環境経済学科 150 - 600

商学部 商学部
経営学科 300 - 1,200 経営学科 300 - 1,200
会計学科 300 - 1,200 会計学科 300 - 1,200
国際マーケティング学科 300 - 1,200 国際マーケティング学科 300 - 1,200
金融学科 120 - 480 金融学科 120 - 480

理工学部 理工学部
数学科 70 - 280 数学科 70 - 280
物理学科 70 - 280 物理学科 70 - 280
都市環境学科 90 - 360 都市環境学科 90 - 360
精密機械工学科　 145 - 580 精密機械工学科　 145 - 580
電気電子情報通信工学科 135 - 540 電気電子情報通信工学科 135 - 540
応用化学科 145 - 580 応用化学科 145 - 580
ビジネスデータサイエンス学科 115 - 460 ビジネスデータサイエンス学科 115 - 460
情報工学科 100 - 400 情報工学科 100 - 400
生命科学科 75 - 300 生命科学科 75 - 300
人間総合理工学科 75 - 300 人間総合理工学科 75 - 300

文学部 文学部
人文社会学科 990 - 3,960 人文社会学科 990 - 3,960

総合政策学部 総合政策学部 
政策科学科　 150 - 600 政策科学科　 150 - 600
国際政策文化学科 150 - 600 国際政策文化学科 150 - 600

国際経営学部 国際経営学部
国際経営学科 300 - 1,200 国際経営学科 300 - 1,200

国際情報学部 国際情報学部
国際情報学科 150 - 600 国際情報学科 150 - 600

通信教育部 3,000 - 12,000 通信教育部 3,000 - 12,000

（法学部通信教育課程） （法学部通信教育課程）

計 9,281 - 37,124 計 9,281 - 37,124

中央大学大学院 中央大学大学院

法学研究科 法学研究科
公法専攻（M) 8 - 16 公法専攻（M) 8 - 16
民事法専攻（M) 20 - 40 民事法専攻（M) 20 - 40
刑事法専攻（M) 10 - 20 刑事法専攻（M) 10 - 20
国際企業関係法専攻（M) 20 - 40 国際企業関係法専攻（M) 20 - 40
政治学専攻（M) 15 - 30 政治学専攻（M) 15 - 30
公法専攻（Ｄ） 3 - 9 公法専攻（Ｄ） 3 - 9
民事法専攻（Ｄ） 7 - 21 民事法専攻（Ｄ） 7 - 21
刑事法専攻（Ｄ） 5 - 15 刑事法専攻（Ｄ） 5 - 15
国際企業関係法専攻（Ｄ） 10 - 30 国際企業関係法専攻（Ｄ） 10 - 30
政治学専攻（Ｄ） 3 - 9 政治学専攻（Ｄ） 3 - 9

経済学研究科 経済学研究科
経済学専攻（M) 50 - 100 経済学専攻（M) 50 - 100
経済学専攻（Ｄ） 10 - 30 経済学専攻（Ｄ） 10 - 30

商学研究科 商学研究科
商学専攻（M) 25 - 50 商学専攻（M) 25 - 50
商学専攻（Ｄ） 5 - 15 商学専攻（Ｄ） 5 - 15

理工学研究科 理工学研究科
数学専攻（M) 25 - 50 数学専攻（M) 25 - 50
物理学専攻（M) 25 - 50 物理学専攻（M) 25 - 50
都市人間環境学専攻（M) 60 - 120 都市人間環境学専攻（M) 60 - 120
精密工学専攻（M) 52 - 104 精密工学専攻（M) 52 - 104
電気電子情報通信工学専攻（M) 45 - 90 電気電子情報通信工学専攻（M) 45 - 90
応用化学専攻（M) 45 - 90 応用化学専攻（M) 45 - 90
ビジネスデータサイエンス専攻（M) 30 - 60 ビジネスデータサイエンス専攻（M) 30 - 60
情報工学専攻（M) 40 - 80 情報工学専攻（M) 40 - 80
生命科学専攻（Ｍ） 25 - 50 生命科学専攻（Ｍ） 25 - 50
数学専攻（Ｄ） 3 - 9 数学専攻（Ｄ） 3 - 9
物理学専攻（Ｄ） 3 - 9 物理学専攻（Ｄ） 3 - 9
都市人間環境学専攻（Ｄ） 5 - 15 都市人間環境学専攻（Ｄ） 5 - 15
精密工学専攻（Ｄ） 3 - 9 精密工学専攻（Ｄ） 3 - 9
応用化学専攻（Ｄ） 3 - 9 応用化学専攻（Ｄ） 3 - 9
ビジネスデータサイエンス専攻（Ｄ） 3 - 9 ビジネスデータサイエンス専攻（Ｄ） 3 - 9
生命科学専攻（D） 2 - 6 生命科学専攻（D） 2 - 6
電気・情報系専攻（D） 7 - 21 電気・情報系専攻（Ｄ） 7 - 21

文学研究科 文学研究科
国文学専攻（M) 10 - 20 国文学専攻（M) 10 - 20
英文学専攻（M) 10 - 20 英文学専攻（M) 10 - 20
独文学専攻（M) 5 - 10 独文学専攻（M) 5 - 10
仏文学専攻（M) 5 - 10 仏文学専攻（M) 5 - 10
中国言語文化専攻（M) 5 - 10 中国言語文化専攻（M) 5 - 10
日本史学専攻（M) 7 - 14 日本史学専攻（M) 7 - 14
東洋史学専攻（M) 5 - 10 東洋史学専攻（M) 5 - 10
西洋史学専攻（M) 5 - 10 西洋史学専攻（M) 5 - 10
哲学専攻（M) 5 - 10 哲学専攻（M) 5 - 10
社会学専攻（M) 5 - 10 社会学専攻（M) 5 - 10
社会情報学専攻（M) 5 - 10 社会情報学専攻（M) 5 - 10
教育学専攻（M) 5 - 10 教育学専攻（M) 5 - 10
心理学専攻（M) 8 - 16 心理学専攻（M) 8 - 16
国文学専攻（Ｄ） 5 - 15 国文学専攻（Ｄ） 5 - 15
英文学専攻（Ｄ） 5 - 15 英文学専攻（Ｄ） 5 - 15
独文学専攻（Ｄ） 3 - 9 独文学専攻（Ｄ） 3 - 9
仏文学専攻（Ｄ） 3 - 9 仏文学専攻（Ｄ） 3 - 9
中国言語文化専攻（Ｄ） 3 - 9 中国言語文化専攻（Ｄ） 3 - 9
日本史学専攻（Ｄ） 5 - 15 日本史学専攻（Ｄ） 5 - 15
東洋史学専攻（Ｄ） 3 - 9 東洋史学専攻（Ｄ） 3 - 9
西洋史学専攻（Ｄ） 3 - 9 西洋史学専攻（Ｄ） 3 - 9
哲学専攻（Ｄ） 3 - 9 哲学専攻（Ｄ） 3 - 9
社会学専攻（Ｄ） 3 - 9 社会学専攻（Ｄ） 3 - 9
社会情報学専攻（Ｄ） 3 - 9 社会情報学専攻（Ｄ） 3 - 9
教育学専攻（Ｄ） 3 - 9 教育学専攻（Ｄ） 3 - 9
心理学専攻（Ｄ） 4 - 12 心理学専攻（Ｄ） 4 - 12

総合政策研究科 総合政策研究科
総合政策専攻（M) 40 - 80 総合政策専攻（M) 40 - 80
総合政策専攻（Ｄ） 10 - 30 総合政策専攻（Ｄ） 10 - 30

国際情報研究科 国際情報研究科
国際情報専攻(M) 25 50 国際情報専攻(M) 25 50

法務研究科 法務研究科
法務専攻（Ｐ） 200 - 600 法務専攻（Ｐ） 160 - 480 定員変更（△40）

戦略経営研究科 戦略経営研究科
戦略経営専攻（Ｐ） 80 - 160 戦略経営専攻（Ｐ） 80 - 160
ビジネス科学専攻（Ｄ） 12 - 36 ビジネス科学専攻（Ｄ） 12 - 36

計 1,060 - 2,460 計 1,020 - 2,340

学校法人中央大学　設置認可等に関わる組織の移行表
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ア．学則変更（収容定員変更）の内容 
 中央大学大学院法務研究科（以下「本法科大学院」という。）の入学定員を，令和７（2025）
年度より，表１のとおり，200 名から 160 名に変更する。内訳として，法学未修者（３年コ
ース）は 50 名から 40 名に，法学既修者（２年コース）は 150 名から 120 名に変更する。 
 これに伴い，収容定員（現行 600 名）を 480 名とする。 
 
表１ 本法科大学院の入学定員変更概要 

 現行 変更後 
法学未修者コース（3年コース） 50 40 
法学既修者コース（2年コース） 150 120 
合計 200 160 

 
イ．学則変更（収容定員変更）の必要性 
本法科大学院は，平成 18（2006）年度から令和５（2023）年度までに実施された過去 18

回の現行司法試験において，累積 2,493名（年平均約 139 名）の合格者を輩出し，これらの
合格者は主に法曹として，社会の多様な分野で活躍をしている。 
他方で本法科大学院は，毎年入学定員の４～５倍程度の受験者数を確保しているが，合格

者のうち優秀な者は，受験時に本法科大学院と合わせ，他の競合法科大学院を併願するケー
スが多く，競合法科大学院と共に本法科大学院に合格した場合には，司法試験の合格率や合
格後の進路などから，他大学を選択するケースも生じている。その進学先選択時の重要指標
とされる司法試験合格率，とりわけ法学既修者の修了１年目合格率について，本法科大学院
は競合法科大学院に比して高いとは言い難い状況にある。 
本法科大学院は，高い水準のスキルを身につけた法曹を前述のように安定的に輩出する

ために，「将来，司法試験に合格し得る資質があると判断される受験生」のみに合格を出し，
単に定員充足を目的とした更なる合格者数の拡大を採用しない方針をとっている。そのう
えで，効果的な入学者選抜によって一定水準以上の優秀な学生を確保し，一層工夫した教育
によって司法試験合格率を上昇させることにより，優れた法曹人材の輩出に係る好循環が
もたらされると考えている。 
本法科大学院の入学定員は，開設当初 300 人であったものを平成 23（2011）年度から 270

人に，平成 28（2016）年度から 240 人に，平成 30（2018）年度から 200 人に漸減してき
たが，如上の現状を踏まえて検討した結果，冒頭に記したとおり収容定員を変更する必要が
あるとの判断に至った。 
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ウ．学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 
(ｱ) 教育課程の変更内容 
今般の学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更は予定していない。 
本法科大学院では，以下の「ディプロマ・ポリシー」のもと設定している「カリキュラ

ム・ポリシー」に則り，教育課程を編成してきた。 
 

 

■ディプロマ・ポリシー 
＜養成する人材像＞ 
法科大学院は，「實地應用ノ素ヲ養フ」という教育理念に基づき，事実，経験，実

践を重視する実学主義を法学教育に適用して，幅広い知識はもちろん，的確な問題
解決能力，豊かな人間性，高い倫理観をもった法曹を養成します。 
 具体的には，市民に身近なリーガル・ジェネラリスト（１．）及び社会のニーズに
応えるリーガル・スペシャリスト（２．～６．）を養成します。 
１．市民生活密着型ホーム・ローヤー 
２．ビジネス・ローヤー 
３．渉外・国際関係法ローヤー 
４．先端科学技術ローヤー 
５．公共政策ローヤー 
６．刑事法ローヤー 
 これらは主として弁護士を念頭に置いた法曹像ですが，冒頭の趣旨は裁判官や検
察官にも当てはまるもので，人間や社会についての深い洞察力を備えた心豊かな裁
判官や検察官の候補者を養成することも重要な目標です。 
 
＜修了するにあたって備えるべき知識・能力・態度＞ 
法科大学院では，所定の教育課程を修め，次のような能力を修得した人材に対し，

法務博士（専門職）の学位を授与します。 
１．市民生活密着型ホーム・ローヤー 
市民生活に根ざした法曹として必要な，消費者法，労働法，社会保障法，裁判外紛争
解決制度などの知識を身につけ，実務に活かすことができる。 
２．ビジネス・ローヤー 
ビジネスの最先端の現場で発生するさまざまなニーズに即応する法曹として必要な，
国際取引法，事業再生法，倒産法などの知識を身につけ，実務に活かすことができる。 
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３．渉外・国際関係法ローヤー 
国際的に活躍できる法曹として必要な，国際私法，国際経済法，国際取引法などの知
識を身につけ，実務に活かすことができる。 
４．先端科学技術ローヤー 
知的財産戦略や先端科学技術などの分野を担う専門法曹として必要な，知的財産法，
IT社会と法，英米契約法などの知識を身につけ，実務に活かすことができる。 
５．公共政策ローヤー 
公共政策分野に強い法曹として必要な，政策形成と法，実務行政訴訟，租税法などの
知識を身につけ，実務に活かすことができる。 
６．刑事法ローヤー 
刑事法分野の先端的テーマを取り扱うことができる法曹として必要な，経済刑法，社
会安全政策と法，少年法，矯正と法などの知識を身につけ，実務に活かすことができ
る。 
 
■カリキュラム・ポリシー 
＜カリキュラムの基本構成＞ 
本法科大学院（法務研究科法務専攻）のカリキュラムは，学生が修了にあたって

備えるべき知識・能力・態度を修得することができるよう，法律基本科目群，実務
基礎科目群，基礎法学・外国法・隣接科目群，展開・先端科目群の４つの科目群か
ら構成されています。 

 法律基本科目群では，リーガル・ジェネラリストの養成と，リーガル・スペシャ
リストたる専門法曹の養成に共通のコアとなる公法系，民事系，刑事系といった基
本法領域を重視し，その体系的な理解を深めるとともに，知識の定着を目指しま
す。 

 実務基礎科目群では，ローヤリング，リーガル・クリニック，エクスターンシッ
プなどの実習的要素の強い科目を通じて依頼者の抱える法律紛争の解決や法曹倫理
の具体的事例に関する実践的な教育訓練を行います。 

 基礎法学・外国法・隣接科目群では，本学における法曹養成と比較法研究の歴史
と伝統を活かし，法のあり方をグローバルな視点で学びつつ，わが国の法曹資格に
加えて，外国法曹資格を取得する素地を築きます。 

 展開・先端科目群においては，リーガル・スペシャリストたる専門法曹を養成す
るため，多彩な展開・先端科目を開設し，実務家教員を交えて，発展的・先端的な
法領域に関する理論的・実践的な教育を提供します。 
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令和３（2021）年度と令和４（2022）年度には，司法試験制度改革に応じて，司法試験

の在学中受験に対応するため，カリキュラム編成の改正を行い，司法試験までに受験科目
の学修を終え，司法試験合格後には司法修習に向けての学修が進められる内容とした。ま
た，司法試験の在学中受験で不合格となった学生に対しては，翌年度の司法試験受験に向
けてのフォローとなる科目を用意することで，合格者，不合格者双方に適合した教育体制
を柔軟に執れるように整えてきたところである。 
今般の収容定員変更の後も，これらの方針を維持する所存であり，教育課程への支障は

ないと考える。 
 

(ｲ) 教育方法及び履修指導方法の変更内容 
今回の学則変更（収容定員変更）に伴う教育方法及び履修指導方法の変更は予定してい

ない。 
本法科大学院の教育方法は，ソクラティック・メソッド（対話型双方向授業）に基づき，

制度や規範（規律）を正確に理解するとともに，その法的知識を運用するのに必要な法的思
考方法に習熟し，それらを用いて法的紛争を解決する能力を修得することができるものと
なっている。 
また，ディプロマ・ポリシーにおいて掲げている養成する人材像に合わせた履修モデルプ

ランを学生に公開することで，目指す法曹像に照らし合わせて，将来に必要な科目を履修す
ることができるような仕組みになっている。 
今般の収容定員変更の後も，上記の教育方法等を通じて前述のディプロマ・ポリシーを

実践することが可能であり，教育方法及び履修指導方法への支障はないと考える。 
 

(ｳ) 教員組織の変更内容 
本法科大学院の専任教員数は，学生収容定員900名とする設置認可申請時において， 

専門職大学院設置基準をもとに，さらに充実した法科大学院教育課程を実施するために 
必要な人員として，任期の定めのない専任教員のほか特任教員（派遣教員を含む）を加
えて専門職大学院設置基準上必要とされる60名に10名を加え，70名に設定して開設し
た。 
その後，前述したこれまでの収容定員の漸減に伴い，専任教員数も漸減させてきた

＜カリキュラムの体系性＞ 
１年次において法律基本科目群のうちの入門科目により基礎を涵養したうえで，

２・３年次において法律基本科目群のうちの応用科目及び実務基礎科目群，基礎法
学・外国法・隣接科目群，展開・先端科目群を履修します。また，「養成する法曹
像」に対応した科目履修プラン（履修モデル）を提示し，体系的・効果的に履修が
できるよう科目を配置しています。１年次から２年次および２年次から３年次への
進級時には，GPA 等により進級判定を行い，要件を満たした場合にのみ進級できる
こととしています。 
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が，今般の収容定員変更後においても，専門職大学院に求められる充実した法科大学院
教育課程をより一層実現するため，十分な教員組織を維持する計画としている。 

 
(ｴ) 大学全体の施設・設備の変更内容 

 今般の学則変更（収容定員変更）に伴う施設・設備の変更は実施しない。 
本学は，平成27（2015）年に策定した学校法人中央大学中長期事業計画「Chuo 

Vision 2025」におけるキャンパス整備計画の一環として，本法科大学院を含む専門職大
学院を，令和５（2023）年４月竣工の駿河台キャンパスへ移転した。 
駿河台キャンパスは，20階建ての都心型高層キャンパスとして，教室，ゼミ室，学生

自習室，教員研究室等の必要な諸室に最新鋭の設備が備わっており，高度な教育環境が
確保されている。今般の収容定員変更後においても，現状の施設・設備により教育研究
の質は十分担保できるものと考えている。 
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由
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教
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師
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教
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手

（

助
手
を
除
く

）

基
幹
教
員
以
外
の
教
員

1前 3 〇 1

1後 1 〇 1

行政法 2前･後 2 〇 1 1

公法総合Ⅰ 2後 2 〇 1 1

公法総合Ⅱ 2前 3 ○ 3 オムニバス

一群特講A 2後 1 ○ 6 1 オムニバス

一群特講B 2･3前 1 ○ 4 オムニバス（一部）

一群特講C 2･3前･後 2 ○ 2 1

民法Ⅰ 1前 2 ○ 1

民法Ⅱ 1後 2 ○ 1

民法Ⅲ 1前 2 ○ 1

民法Ⅳ 1前 2 ○ 1

民法Ⅴ 1後 2 ○ 1

民法Ⅵ 1前 2 ○ 1

会社法 1後 3 ○ 1

民事訴訟法 1後 3 ○ 1

民事法総合ⅠA 2前 2 ○ 5 1 オムニバス

民事法総合ⅠB 2後 2 ○ 5 1 オムニバス

民事法総合Ⅱ 2後 3 ○ 3 オムニバス

民事法総合Ⅲ 2前 3 ○ 4 オムニバス

民事法総合Ⅳ 3前 1 ○ 3 オムニバス

一群特講A 2後 1 ○ 6 オムニバス

一群特講B 2･3前･後 1 ○ 9 1 1 オムニバス（一部）

一群特講C 2･3前･後 2 ○ 2 1

商法総則・商行為法 2･3後 1 ○ 1

手形法・小切手法 2･3後 1 ○ 1

刑法Ⅰ 1前 3 ○ 1

刑法Ⅱ 1後 1 ○ 1

刑事訴訟法 1後 3 ○ 1

刑事法総合Ⅰ 2前 3 ○ 5 1 オムニバス

刑事法総合Ⅱ 2後 2 ○ 3

刑事法総合Ⅲ 3前 1 ○ 7 オムニバス

一群特講A 2後 1 ○ 4 オムニバス

2･3前･後 1 ○ 5

一群特講C 2･3後 2 ○ 1

生活紛争と法 1前 2 ○ 3 1 1 オムニバス

基礎演習 1後 1 ○ 4 1 オムニバス・共同（一部）

一群特講B 3後 1 ○ 3 オムニバス

－ － 56 15 0 31 3 0 0 0 4 -

民事訴訟実務の基礎 2前 2 ○ 2

刑事訴訟実務の基礎 2後 2 ○ 3 オムニバス

法曹倫理Ⅰ 2前 1 ○ 2 オムニバス

法曹倫理Ⅱ 3後 1 ○ 2 オムニバス

1前 1 ○ 1

法文書作成 2･3前･後 1 ○ 7 オムニバス

ローヤリング 2･3前･後 1 ○ 1 2

模擬裁判 2･3前･後 1 ○ 7 3 共同

エクスターンシップ 2後･3前 2 ○ 6 2 共同

リーガル・クリニック 2･3前･後 1 ○ 1 7 オムニバス（一部）

－ － 6 7 0 16 2 0 0 0 17 -

1前･後 2 ○ 1

法哲学 2･3前 2 ○ 1

法社会学 2･3後 2 ○ 1

比較法文化論 2･3前･後 2 ○ 1

比較契約法 2･3前･後 2 ○ 1

英米公法 2･3前･後 2 ○ 1

英米法総論

－小計（10科目）

一群特講B

憲法Ⅰ

憲法Ⅱ

小計（38科目） －

法情報調査

法
律
基
本
科
目

実
務
基
礎
科
目

基
礎
法
学
・
外
国
法

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（法務研究科法務専攻）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
主要授
業科目

単位数 授業形態 基幹教員等の配置

備考
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英米契約法 2･3後 2 ○ 1

ヨーロッパ法 2･3後 2 ○ 1

西洋法制史 2･3後 2 ○ 1

日本法制史 2･3後 2 ○ 1

東洋法制史 2･3前 2 ○ 1

三群特講Ⅰ 2･3前･後 1 ○ 2

三群特講Ⅱ 3前･後 2 ○ 6 6 オムニバス（一部）

Foreign Law Seminar 1･2･3休･後 1 ○ 1 1 オムニバス（一部）

1･2･3後 2 ○ 1

－ － 0 28 0 10 0 0 0 0 10 -

知的財産法Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

知的財産法Ⅱ 2･3前･後 2 ○ 1

知的財産法Ⅲ 2･3後 2 ○ 2 オムニバス

エンタテイメント／スポーツと法 3後 2 ○ 1

労働法Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

労働法Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

労働法Ⅲ 3休 2 ○ 1

租税法Ⅰ 2･3前･後 2 ○ 1

租税法Ⅱ 2･3前･後 2 ○ 1

国際租税法 3後 2 ○ 1

倒産処理法Ⅰ 2･3前･後 2 ○ 1

倒産処理法Ⅱ 2･3前･後 2 ○ 1

事業再生法 3後 2 ○ 1

経済法Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

経済法Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

国際法Ⅰ（基礎） 2･3前 2 ○ 1

国際法Ⅱ（応用） 2･3後 2 ○ 1

国際人権法 2･3前 2 ○ 1

国際経済法 2･3後 2 ○ 1

国際私法Ⅰ 2･3前･後 2 ○ 1

国際私法Ⅱ 2･3前･後 2 ○ 1

国際取引法 2･3前･後 2 ○ 1

環境法Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

環境法Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

政策形成と法 2･3後 2 ○ 1 1 共同

実務行政訴訟 3後 2 ○ 1

民事執行保全法 2･3後 2 ○ 1

現代不動産法 3前 2 ○ 1

現代担保法 3後 2 ○ 1

裁判外紛争解決制度 3前 2 ○ 1

犯罪被害・犯罪心理と法 2･3前 2 ○ 3 オムニバス

矯正と法 3後 2 ○ 1

経済刑法 2･3前･後 2 ○ 1

少年法 2･3後 2 ○ 2 オムニバス

IT社会と法 2･3休 2 ○ 2 2 オムニバス

社会保障法 3後 2 ○ 1

医療と法 3前･後 2 ○ 1

消費者法 3後 2 ○ 1

ジェンダーと法 2･3後 1 ○ 1 1 オムニバス

四群特講Ⅰ 2･3前･後 1 ○ 11 11 オムニバス・共同（一部）

四群特講Ⅱ 2･3前･後 2 ○ 11 3 オムニバス（一部）

2･3前･後･休 1 ○ 9 1

テーマ演習Ⅱ 2･3前･後 2 ○ 23 1 3 オムニバス（一部）

研究特論 2･3前･後 4 ○ 35 1

－ － 0 87 0 39 1 0 0 0 32 -

－ － 62 137 0 40 3 0 0 0 60 -

－

小計（44科目） －

小計（15科目）

Study Abroad Program

テーマ演習Ⅰ

卒 業 ・ 修 了 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業の標準時間 50分

・必修科目62単位，選択必修から12単位以上を修得し，合計93単位以上修得する
こと。かつ科目群の内訳として，法律基本科目群からは56単位以上，実務基礎科
目群から10単位以上，基礎法学・外国法・隣接科目群から4単位以上，展開・先
端科目群から12単位以上を修得すること。
・履修科目の登録の上限：１年次36単位、2年次36単位、3年次44単位（年間）

合計（107科目） －

学位又は称号 法務博士（専門職） 学位又は学科の分野 法学関係

・
隣
接
科
目

展
開
・
先
端
科
目
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（１） 収容定員を変更する組織の概要 

①収容定員を変更する組織の概要（名称，入学定員（編入学定員），収容定員，所在地） 

本申請は，既存組織の収容定員変更に係る学則変更認可申請のため，収容定員変更後の人数を記載

する。 

組織名 入学定員 収容定員 所在地 

（教育研究を行うキャンパス） 

中央大学大学院法務研究科

（中央大学法科大学院） 

160 人 

 

480 人 

 

東京都千代田区神田駿河台３丁目 11 番５ 

 

②収容定員を変更する組織の特色 

中央大学大学院法務研究科（以下，本法科大学院という）の特色は，以下の通りである。 

  １）ディプロマ・ポリシーにおける具体的な法曹像の明示 

本法科大学院では，ディプロマ・ポリシーにおいて＜養成する人材像＞として具体的な６つの法

曹像（１．市民生活密着型ホーム・ローヤー，２．ビジネス・ローヤー，３．渉外・国際関係法ロ

ーヤー，４．先端科学技術ローヤー，５．公共政策ローヤー，６．刑事法ローヤー）を掲げてお

り，他の法科大学院と比べて特徴的なディプロマ・ポリシーを設定している。具体的な法曹像を学

生に示し，それぞれの法曹像に合わせた「履修モデルプラン」を提供することで，個々の学生がよ

り明確な目的意識を形成し，自主自律的に学修することを促していることは本法科大学院の大きな

特色といえる。 
   

２）充実した教員組織を基礎としたきめ細やかな教育指導体制 

本法科大学院は，専門職大学院設置基準上必要とされる人数（40名）を大きく超える47名の専任

教員を配置しており，今般の収容定員の見直し後も，充実した法科大学院教育課程をより一層実現

するため，十分な教員組織を維持することを予定している。 

カリキュラム改善にも継続して取り組んでおり，近年の司法試験制度改革に応じて，司法試験の

在学中受験に対応するため，令和３（2021）年度と令和４（2022）年度にカリキュラム改正を行っ

た。これにより，司法試験までに受験科目の学修を終え，司法試験合格後には司法修習に向けての

学修が進められる内容となった。 
   
  ３）最新鋭の施設・設備が導入された新設キャンパス 

本法科大学院は令和５（2023）年４月に竣工した駿河台キャンパス（東京都千代田区）へ移転を

行った。同キャンパスは20階建ての都心型高層キャンパスとして，教室，ゼミ室，学生自習室，教

員研究室等の必要な諸室に最新鋭の設備が備わっており，高度な教育環境が確保されている。 

 

（２） 人材需要の社会的な動向等  

①収容定員を変更する組織で養成する人材の全国的，地域的，社会的動向の分析 

本法科大学院は法曹養成のための教育を行うことを目的とする専門職大学院であることから，法

曹人材の需要について述べる。 

全国的，社会的な動向としては，内閣官房法曹養成制度改革推進室「第 23 回 法曹養成制度改革

顧問会議『法曹人口の在り方について（検討結果取りまとめ）』」【資料１】として公表されている。
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一部抜粋すると「司法制度改革において掲げられた法の支配を全国あまねく実現するという理念の

下で，今後も，法曹ないし法曹有資格者の活動領域の拡大や司法アクセスの容易化の進展が必要であ

ることに変わりはない。そのことからすれば，新たに養成し，輩出される法曹の規模は，司法試験合

格者数でいえば，質・量ともに豊かな法曹を養成するために導入された現行の法曹養成制度の下でこ

れまで直近でも 1,800 人程度の有為な人材が輩出されてきた現状を踏まえ，当面，これより規模が縮

小するとしても，1,500 人程度は輩出されるよう，必要な取組を進め，更にはこれにとどまることな

く，関係者各々が最善を尽くし，社会の法的需要に応えるために，今後もより多くの質の高い法曹が

輩出され，活躍する状況になることを目指すべきである。」等の提言がなされている。 

また，法科大学院入学者数としては，令和２（2020）年６月 22 日文部科学省高等教育局専門教育

課通達「法科大学院等の教育に関する定量的な数値目標（KPI）」【資料２】において，法科大学院入

学者数目標値として，令和６（2024）年度に 2,000 人以上，令和 11（2029）年度に 2,200 人以上が

掲げられている。以上のことから，全国的，社会的な動向として法曹人材の需要は旺盛であるといえ

る。 

地域的な動向としては，日本弁護士連合会「2022 年度弁護士白書」【資料３】によると，本法科大

学院が置かれている東京都における民事事件の新受件数は 37,873 件，家事事件の新受件数は 14,948

件と，他の都道府県と比較して突出した数となっており，法的需要が極めて高い地域といえる。また，

大手法律事務所やインハウスローヤーが数多く在籍する大企業が東京都に集中していることを踏ま

えても，本法科大学院が置かれている東京都においては法曹人材養成に対して高い需要が存在して

いる。 

  

②中⾧期的な１８歳人口等入学対象人口の全国的，地域的動向の分析 

本法科大学院の入学者は，「中央大学法科大学院入学者の社会人割合（過去３年分）」【資料４】の

とおり，社会人経験がある入学者の割合は 10％程度と高くない状況にある。そこで中⾧期的な 18 歳

人口の動向と学部入学者，特に法科大学院への進学者が多い法学部の入学者数に係る分析について

述べる。 

文部科学省「中央教育審議会大学分科会（第 174 回）配布資料『大学入学者数等の将来推計につ

いて』」【資料５】によると，18 歳人口は年々減少していくものの，大学進学率は上昇するとの推計

がなされている。特に，東京都の大学進学率については，令和３（2021）年度実績の 75.1％から令

和 22（2040）年度には 80.5％に上昇するとされており，本法科大学院の入学対象となる母集団とな

る「学部学生」は将来にわたって十分な規模が確保されることが見込まれる。 

次に，法科大学院への進学者が多い法学部の入学者数の観点から分析する。文部科学省「法科大学

院等特別委員会（第 113 回）配布資料『学部入学者数の推移（学問分野別）』」【資料６】によると，

学部入学者数のうち，法学部入学者数が占める割合は，ここ 10 年程度約５％程度とほぼ横ばいであ

り，入学者数は 35,000 人前後を推移している。今後については文部科学省「大学・高専機能強化支

援事業」により理系学部の増加が見込まれることから，入学者全体に占める法学部の割合はやや低下

するものとみられる。しかし，前項で述べたように社会における法的需要が高い状況下において，法

学部入学者の急減は考えにくく，大学進学率の上昇と相まって，法学部入学者数は安定的に推移する

ことが見込まれる。 

また，近年の法科大学院の入学者数，入学定員充足率の推移については，文部科学省「法科大学院
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等特別委員会（第 113 回）配布資料『法科大学院の志願者数・入学定員数・入学者数・入学定員充足

率の推移等』」【資料 7】によると，平成 29（2017）年～令和３（2021）年度は法科大学院全体の入

学者数が 1,600～1,700 人台まで減少していたが，新たな法曹養成制度（３＋２法曹養成）の開始に

より，令和４（2022）年度以降は 1,900 人台まで回復している。また，入学定員充足率については，

平成 26（2014）年度は 59.6％まで落ち込んだが，令和５（2023）年度は 89.7％となるなど，回復傾

向が続いている。 

以上の通り，18 歳人口が減少する中においても大学進学率が上昇し，法学部入学者数は安定的に

推移することが見込まれ，さらには法科大学院への入学者数も回復傾向にあることから，入学定員削

減後の本法科大学院における入学者についても安定的に確保できる見込みである。 

 

③収容定員を変更する組織の主な学生募集地域 

専門職大学院においては，学校基本調査における「出身高校の所在地県別入学者数」等のデータは

存在しないため，別紙１に代わる資料として本法科大学院入学生の出身大学の地域分布を示す「中央

大学法科大学院 出身大学（学部）所在地別入学者数（2019 年度～2023 年度）」【資料８】を作成し

た。本法科大学院の過去５年の入学者を平均すると，東京都内の大学の出身者の割合が 83.0％，首

都圏（埼玉，千葉，東京，神奈川）では 87.6％を占める形となっている。したがって，今後も首都圏

が主たる学生募集地域となる見込みである。 

一方で，本法科大学院は地方大学からの学生確保にも力を入れている。法科大学院を設置していな

い地方大学の法学部等に在籍している学生の中には，学業成績が優秀でかつ法曹を目指す意欲が高

い場合であっても，様々な理由から法科大学院への進学が困難なケースも存在する。そのような事実

を踏まえ，本法科大学院は鹿児島大学，熊本大学，信州大学，西南学院大学，新潟大学と法曹養成連

携協定を締結し，学生を受け入れることとしている。地方大学との法曹養成連携協定の締結数は国内

の法科大学院においては随一となっており，本法科大学院における学生募集上の大きな特色となっ

ている。 

上記のとおり，本法科大学院の学生募集は，首都圏に所在する大学出身の学生を学生募集の軸とし

つつも，法曹養成連携協定に基づく地方大学からの優秀な学生を確保する特色ある取組を並行して

進めている。そのため，収容定員の変更後も，学生募集地域について大きな変動はないものと見込ん

でおり，学生募集地域の設定は適切と考えている。 

 

④既設組織の定員充足の状況 

   本法科大学院は，本学において独立研究科と位置づけて設置しているものの，入学者の約半数が本

学法学部出身であり関連が深いことから，既設組織の定員充足の状況としては法学部の定員充足の

状況について述べることとする。 

法学部における定員充足状況は「既設学科等の入学定員の充足状況」【資料９（別紙２）】のとおり

である。入学定員充足率の５年間（平成 31（2019）年度～令和５(2023)年度）の平均値について，

法律学科と国際企業関係法学科は 1.00，政治学科は学科単位においては 0.95 となっており，著しい

欠員が恒常的に生じている学科はない。 

なお，収容定員を変更する組織の完成年度（令和９（2027）年度）までの間の大学等の収容定員変

更の予定としては，「大学・高専機能強化支援事業」に選定された内容に基づいて，令和９（2027）
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年度に２つの学部を新設する準備を進めている。具体的には同事業における本学の事業概要【資料

10】の通り，「スポーツ×デジタル系」学部（入学定員 300 名）と「グリーン×デジタル系」学部（入

学定員 300 名）について新設を予定しており，同事業の構想段階においては，これらの学部の完成

年度（令和 12（2030）年度）に大学全体で 2,400 名の収容定員増加を予定している。 

 

（３） 学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果  

ア 既設組織における取組とその目標  

イ 収容定員を変更する組織における取組とその目標 

本法科大学院は，前述のとおり首都圏に所在する大学出身の学生を軸に募集活動を行いながらも

地方に所在する大学出身者にも学生募集範囲を拡大し，PR 活動を展開している。具体的な活動内容

としては，公式 Web ページやガイドブックにて本法科大学院の基本情報や特色を広報した上で，本

法科大学院に興味・関心を持った法科大学院志願者を対象に，オンライン説明会を年間複数回開催し

ている。 

参加者数等については，「既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績」【資料 11（別紙

３）】のとおりであり，過年度との比較が可能な一般選抜向け説明会については参加者 589 人，受験

率 58.2％，入学率 7.5％となっており，いずれも前年度から大幅に上昇している。 

これらの説明会は，参加者の多様性を考慮し，平日夜間と週末土曜の日中など複数回開催してお

り，法曹養成連携協定を締結して以降は，更に法曹基礎課程在籍中の学生を対象とした説明会や法曹

養成連携協定締結大学毎にオンラインで個別相談会を実施するなど，志願者に配慮した開催を展開

している。 

今後については，これまでの取組への反応から必要に応じて改善を検討し，一方で新たな取組とし

て本学附属校生（中学・高校）やその保護者へ向けた PR 活動に着手する予定である。将来的な目標

値としては，全体的に２割程度の数値向上を目指しており，具体的な数値目標として説明会の延べ申

込者合計 1,000 名，受験率 60％，入学率 20％を設定している。 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく，収容定員を変更する組織での入学者の見込み数  

本法科大学院では，前述の PR 活動の結果，毎年入学定員の４～５倍程度の受験者数を確保してい

る。入学者選抜試験の成績から「将来，司法試験に合格し得る資質があると判断される受験生」を本

法科大学院の学生として迎え入れるべく，収容定員を超える多くの合格者を出している。 

一方で，これらの優秀な合格者は，受験時に本法科大学院と合わせ，他の競合法科大学院を併願す

るケースが多い。競合の法科大学院と共に，本法科大学院に合格した場合には，司法試験の合格率や

合格後の進路などから，他大学を選択するケースもあり，過去５年間の本法科大学院の合格者におけ

る入学率は 26.1％，定員充足率は 59.2%に留まっている。 

本法科大学院では，過去において，定員充足を目的とした合格者数の拡大を図ったが，「将来，司

法試験に合格し得る資質があると判断される受験生」に該当しない者を受け入れることは，本法科大

学院の「養成する人材像」の実現を困難にするものとの結論を得た。また入学後のミスマッチも誘発

されたことから，定員充足のみを目的とした入学者の確保を行わないこととしている。 

本法科大学院は，これまでも平成 23（2011）年度（300 名→270 名），平成 28（2016）年度（270
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名→240 名），平成 30（2018）年度（240 名→200 名）と入学定員を漸減してきた。今回の入学定員

変更は，過去３回にわたる定員削減の経緯とも合致するものであり，今回の入学定員変更（200 名→

160 名）は定員充足率を 75%以上に改善することを企図している。そのため，本申請による定員変

更認可後においても，この数年間で本法科大学院が実施してきた前述の取組において成果が上がっ

ていること等を踏まえ，合格者の水準を変更することや合格者数を減じることは想定していない。 

一方で，直近の令和６（2024）年度入学者選抜においては，法曹養成連携協定が開始されて以降の

２年間の平均と比して，入学予定者数が 20.3%増加した（入学完了手続時点）。この要因としては，

法曹養成連携協定が開始されて以降，初の司法試験である令和５（2023）年司法試験における本法

科大学院の合格者数及び合格率が伸びたことが大きく寄与したと考えている（令和５（2023）年司

法試験の合格発表前に締め切られた「入学申込手続」時点における入学予定者数は過去２年間平均に

比して 6.3%増加に留まっていたが，司法試験合格発表後に締め切られた「入学完了手続」では 20.3％

増となったため）。 

直近の司法試験において合格者数及び合格率が伸びた要因としては，本法科大学院がこれまで行

ってきた教育改革の成果が出始めたと分析している。例えば，本法科大学院における学修の中で司法

試験に合格し得る基礎知識・能力を着実に身につけられるように，令和２（2020）年度から進級要件

や修了要件に GPA 基準を新たに設けている。このような教育課程の工夫と，新たに始まった法曹コ

ース（３＋２）の制度を前提としたさまざまな取組が有機的に機能したことで，司法試験の「在学中

受験」合格率に現れ，結果として全体の司法試験合格率が上昇しているものと思われる。 

今後，本法科大学院における教育改革や法曹養成連携協定を前提としたさまざまな取組の効果に

より，司法試験の合格者数及び合格率が向上することで，本法科大学院の入学希望者が増加するもの

と考えており，具体的な数値としては定員充足率を 75%以上，すなわち最低でも 120 名以上の入学

者を確保できると見込んでいる。 

 

②競合校の状況分析（立地条件，養成人材，教育内容と方法の類似性と定員充足状況）  

ア 競合校の選定理由と収容定員を変更する組織との比較分析，優位性  

○競合校の選定理由 

本法科大学院の競合校としては，「競合校比較データ集」【資料 12】のとおり，東京大学法科大学

院，一橋大学法科大学院，慶應義塾大学法科大学院，早稲田大学法科大学院の４校を選定した。選定

理由は，①所在地の類似性として東京都内に所在していること，②定員規模の類似性として全国の法

科大学院の中でも比較的定員数が多く本法科大学院と同規模であること，③学力の類似性として司

法試験合格者数及び合格率が高いこと，の３点である。 

所在地の類似性については，本法科大学院が東京都千代田区に所在しているのに対し，東京大学法

科大学院は東京都文京区，一橋大学法科大学院は東京都国立市，慶應義塾大学法科大学院は東京都港

区，早稲田大学法科大学院は東京都新宿区に所在しており，同じ東京都内に所在している。 

次に，定員規模の類似性については，一橋大学法科大学院の定員 85 人を除くと，他の競合校の定

員は 200 人前後であり，全国の法科大学院の中でも比較的大規模校にあたる。 

また，学力層の類似性について，競合校として選定した法科大学院は司法試験合格者数・合格率で

上位を占めており，文部科学省「法科大学院等特別委員会（第 113 回）配布資料『令和５（2023）

年司法試験法科大学院等別合格者数等』」【資料 13】のとおり，本法科大学院の合格者数・合格率は
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90 人・39.30％，東京大学法科大学院は 186 人・59.05％，慶應義塾大学法科大学院は 186 人・60.00％，

早稲田大学法科大学院は 174 人・44.73％，一橋大学法科大学院は 121 人・67.22％となっている。

このように，本法科大学院と競合校はこれまで全国トップクラスで司法試験合格者を輩出しており，

学力の類似性は高いといえる。 

   

  ○競合校との比較分析 

・教育内容と方法 

法科大学院の教育内容については，専門職大学院設置基準に定められているとおり，専ら法曹養成

のための教育を行うことを目的とするものとしているため，他の法科大学院と大きく内容が変わる

ことはない。特に，教育課程の編成方針や授業科目，授業を行う学生数については，細かく定められ

ており，専門職大学院認証評価においても厳格に評価されている。 

競合校との比較分析において，本法科大学院の特色ある教育内容・方法としては，地方大学と連携

し，ICT 技術を活用した「地域と法」をテーマとする科目が充実していることが挙げられる。当該授

業科目においては，法科大学院が廃止された地方国立大学である琉球大学・鹿児島大学・島根大学・

静岡大学等と連携することで，地方における教育経験を本研究科の教育に取り入れるとともに，地方

における法曹養成及び法曹リカレント教育の継続を図り，これまでの ICT 教育に関する研究成果を

さらに発展させることを目的としている。この取組については，「市井にあまねく法律サービスをい

きわたらせる」という本法科大学院の教育理念に基づくものであり，競合校との比較分析の観点から

大きな特⾧といえる。 

 

・入試（競合校の受験時期，入学手続時期との関係） 

入学試験の実施時期については，多くの法科大学院受験生が受験する一般選抜を中心に比較する

と，例年 8 月～９月に本法科大学院，慶應義塾大学法科大学院，早稲田大学法科大学院の順に入試を

実施している。合格発表については，いずれの大学も９月～10 月に行っている。国立大学である東

京大学法科大学院と一橋大学法科大学院は例年 11 月の同一日に入試を実施しているため，受験生が

私立の競合法科大学院を併願した場合は，学生は合否が判明している状態で，国立大学の法科大学院

入試を受験することとなる。 

入学手続のうち，入学金納入期限については，本法科大学院と慶應義塾大学法科大学院は 9 月下

旬となっているが，早稲田大学法科大学院は 12 月初旬となっている。国立大学の合格発表前に本法

科大学院の納入期限を迎えるが，手続率は大きな変動がなく推移していることから，国立大学との併

願者であっても本法科大学院へ入学金納入手続きを進めるケースが多い状況にある。入学試験の実

施から入学手続の終了までの期間において，他の競合校と重複する日程となっているが，入学志願者

数及び入学者数は一昨年より増加傾向にあることから，学生の確保にあたって適切な日程設定であ

ると考えている。 

 

・学生納付金，奨学制度などの修学支援の内容 

本法科大学院の初年度学生納付金は，入学金 300,000 円，在学料 1,000,000 円及び施設設備費

300,000 円の計 1,600,000 円に設定している。これは本法科大学院と競合する慶應義塾大学法科大学

院の 1,722,140 円や早稲田大学法科大学院の 1,460,000 円と同水準である。 
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また，本法科大学院の奨学制度として，「中央大学大学院法務研究科特別給付奨学制度」を整備し

ており，在学生の約 60％が受給している。本制度は在学料 1,300,000 円の在学料及び施設設備費相

当額またはその半額相当額の給付型奨学金であり，実質的には在学料全額免除または半額免除に値

する修学支援制度となっている。この奨学金を受給し進学した場合，私立大学だけでなく国立大学の

法科大学院と比べ同等もしくは低い学費で修学することが可能となっている。 

さらに，5 年一貫型選抜を経て優秀な成績を修めて入学した学生に対し，前述の「中央大学大学院

法務研究科特別給付奨学制度」と並行して「中央大学法曹会特別奨励生」として年間 100 万円（既

修者コース在学 2 年間）を給付し，資金面において更なる学修支援の強化を図っている。 

競合法科大学院の修学支援としては，慶應義塾大学法科大学院では，入学試験成績優秀者総数 16

人に対して，学費のうち授業料を全額免除している。また早稲田大学法科大学院においては，「稲門

法曹奨学金」として，年間授業料相当額を 13 人，秋学期授業料相当額を 27 人，秋学期授業料相当

額の半額を 20 人に給付している。本法科大学院に通学する学生の大半が奨学金を受給していること

を踏まえると，競合の私立大学法科大学院と比較において，経済負担の面で本法科大学院は優位性を

確保しているといえる。 

 

・就職支援の内容 

国立の法科大学院においては，大学全体として学部生と共通のキャリアサポート体制を整備して

いるケースが多く，東京大学法科大学院においては「キャリアサポート室」，一橋大学法科大学院に

おいては「キャリア支援室」が，学生面談や職活動支援イベント等を行っている。 

一方，私立の法科大学院においては，法科大学院生に特化した独自の就職支援を行っているケース

が多い。慶應義塾大学法科大学院においては，法科大学院内に修了生フォローアップ委員会を設置

し，法律事務所や企業等の説明会，修了生に向けた就職関連情報の提供等を行っている。早稲田大学

法科大学院においては，卒業生組織（稲門法曹会，早稲田ロースクール稲門会）と連携して「就職情

報交換会」を開催し，法曹界，企業法務部や官公庁で活躍する修了生が就職に関する情報提供を行っ

ている。 

本法科大学院においても，在学生・修了生のキャリア支援を組織的に対応すべく，法科大学院独自

の「リーガル・キャリア・サポート委員会」を設置し，専門のスタッフを配置して手厚い就職支援を

行っている。リーガル・キャリア・サポート委員会では，中央大学出身の法曹で組織される「中央大

学法曹会」及び法科大学院修了生で組織される「中央大学法科大学院同窓会」といった卒業生組織の

協力のもと，法曹界のみならず官公庁・民間企業等の広範なネットワークを駆使し，官公庁，民間企

業などの関係者自らが業務内容や活動を紹介する説明会，学生と交流する懇談会などを独自に企画・

開催している。 

以上のとおり，競合の私立大学法科大学院との比較において，遜色の無い就職支援内容となってい

る。 

 

イ 競合校の入学志願動向等  

本法科大学院と競合校の過去３年間の入学志願状況等（志願者数，受験者数，合格者数，入学者数，

定員充足率）は文部科学省「法科大学院等特別委員会（第 113 回）配布資料『各法科大学院の令和元

年度～令和５年度入学者選抜実施状況等』」【資料 14】のとおりである。ここでは定員と志願者数が
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同規模である競合校の慶應義塾大学法科大学院と早稲田大学法科大学院との比較分析を中心に述べ

る。 

受験者数について，本法科大学院，競合校のいずれも，入学定員に比して 4 倍～5 倍程度の受験者

を集めている状況にある。入学者数については，本法科大学院は過去３年間で 100～130 名程度，競

合校は同 150～190 名程度となっている。 

定員充足率については，本法科大学院は過去３年間で 50～66％，慶應義塾大学法科大学院は同 68

～85％，早稲田大学法科大学院は同 80～93％となっている。競合校における定員充足率に比べ，本

法科大学院はやや低い数値となっているが，入学定員を 160 名に変更することにより，競合校と遜

色のない入学定員充足率となることを見込んでいる。 

 

ウ 収容定員を変更する組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場合のみ）  

前項で述べたとおり競合校においても定員未充足が発生している。しかし，志願者・受験者につい

ては入学定員の４～5 倍を確保しており，厳格な入学者選抜を行っていることがその要因であろう。 

法科大学院受験生にとっての進学先選択時の一つの指標は，「司法試験合格率」であり，この司法

試験合格率が入学者数，すなわち定員充足率に大きく関わってくる。したがって，定員充足に向けて

は，優秀な学生に入学してもらうこと，かつ司法試験合格率の上昇により達成されるものと考えてい

る。 

①ウの項で述べたように，令和５（2023）年司法試験における本法科大学院の合格率が過年度よ

り上昇（26.1％→39.3％）したことで，直近の令和６（2024）年度入学者選抜においては，法曹養成

連携協定が開始されて以降の２年間の平均と比して，入学予定者数が20.3%増加する結果となった。 

また，文部科学省「法科大学院等特別委員会（第 113 回）配布資料『司法試験結果の分析(法科大

学院)』」【資料 15】のとおり，令和５（2023）年から開始した司法試験在学中受験における本法科大

学院の合格率は 61.8％であり，司法試験在学中受験以外も含む司法試験合格率よりも 22.5%高い状

況となっており，５年一貫教育が定着する過程において更なる司法試験合格率の改善が進む見込み

である。 

以上を踏まえると，今回の収容定員変更を受けて，定員充足率は着実に改善されると見込んでい

る。 

 

エ 学生納付金等の金額設定の理由  

本法科大学院における初年度の学生納付金は，入学金 300,000 円（本学学部卒業生は半額），在学

料（年間）1,000,000 円及び施設設備費 300,000 円の計 1,600,000 円となっている。 

学生納付金の設定にあたっては，本学の既設学部及び研究科の学生納付金の設定状況に加えて，他

大学の類似研究科における設定状況を勘案しつつ設定している。直近における学生納付金の改定と

しては，令和２（2020）年度以前の入学生については初年度の学生納付金が計 2,000,000 円であった

ところ，競合校の慶應義塾大学法科大学院（1,722,140 円）や早稲田大学法科大学院（1,460,000 円）

と同水準に設定するべく，在学料を 400,000 円減額し，上記のとおり初年度の学生納付金が計

1,600,000 円となるように改定を行った。 

なお，入学金については，本学の学部等の卒業生については半額減免とし，150,000 円に設定して

いる。本法科大学院の入学者のうち約半数が入学金減免の対象となっており，対象学生が初年度に支
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払う学生納付金の総額は 1,450,000 円となる。この金額は競合校の慶應義塾大学法科大学院や早稲田

大学法科大学院を含め，入学定員 100 名以上の私立大学法科大学院との比較において，最も廉価と

なっている。 

この入学金減免制度に加えて，約 60％の入学生が「中央大学大学院法務研究科特別給付奨学制度」

の奨学金受給対象者となっていることから，多くの入学生がこの奨学金を受給することで，他の私立

大学法科大学院さらには国立大学法科大学院に入学した場合より経済負担が軽くなるよう設定して

いる。本法科大学院が設定する学生納付金額は，競合校との比較において競争力を持つ設定となって

いると考えている。 

 

③先行事例分析 

本項では，法科大学院における定員削減の事例について述べる。 

文部科学省の通達により平成 16（2004）年度に全国に開設された法科大学院は，「高度で専門的な

職業能力を有する人材の養成」を目的とする専門職学位課程を置く専門職大学院の一つとして設置

された。文部科学省「法科大学院等特別委員会（第 113 回）配布資料『法科大学院の志願者数・入学

定員数・入学者数・入学定員充足率の推移等』」【資料 7】のとおり，設置当初の平成 16（2004）年

度入学者選抜では，全国で 72,800 人の志願者数であったが，翌平成 17（2005）年度の志願者数は前

年の半分に近い 41,756 人となり， 平成 28（2016）年頃からは 8,000 人台まで志願者が減少する状

況が続いた。しかし，令和４（2022）年度入学者より在学中の司法試験受験が可能となったことに加

え，法曹コース（３＋２）の制度開始により志願者が増加傾向となり，令和５（2023）年度における

志願者数は 12,174 人まで回復したところである。 

志願者数減少に応じて全国の法科大学院の総定員も削減されており，設立当初は定員 5,590 人だ

ったが，令和５（2023）年度には半分以下の 2,197 人となっている。競合校においては，早稲田大学

法科大学院が平成 28 年（2016）年度に 270 人から 230 人，平成 29 年（2017）年度に 230 人から

200 人へと入学定員を削減し，慶應義塾大学法科大学院においては，平成 29 年（2017）年度に入学

定員を 230 人から 220 人に減少させている。しかし，こうした定員削減にも関わらず，競合校にお

いても入学定員を充足するに至っていない。この要因については，上記②イ及びウで述べたとおり，

競合校においても本法科大学院と同様に定員充足より「入学者選抜の厳格化」を優先する方針をとっ

ていることに起因すると分析している。 

本法科大学院においても，平成 23（2011）年度（300 名→270 名），平成 28（2016）年度（270 名

→240 名），平成 30（2018）年度（240 名→200 名）と過去３度にわたって入学定員を削減してきた。

上記①ウで述べた通り，過去においては定員充足を目的とした合格者数の拡大を図ったこともあっ

たが，教育の質保証の観点から，定員充足のみを目的とした入学者の確保を行わずに定員を削減する

ことで優秀な学生の確保に努めてきた。本申請による定員変更もこれらの方針を踏襲するものであ

る。 

このように本法科大学院と競合校においては，厳格な入学者選抜を通じた優秀な学生の争奪戦が

続いている。そのような状況下，上記②ウで述べたとおり令和５（2023）年度から始まった司法試験

の「在学中受験」においては，本法科大学院の合格率は 61.8％と良好な結果が得られている。同数

値について，競合校である慶應義塾大学法科大学院は 68.4％，早稲田大学法科大学院は 57.5％とな

っており，本法科大学院生の学力層は上昇傾向にあると考えている。そのような点を踏まえると，今
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後は司法試験合格率の改善が見込まれるため，司法試験の総志願者数の回復傾向とあいまって，本法

科大学院の定員充足率も改善に向かうと考えている。 

 

（４） 収容定員を変更する組織の定員設定の理由 

上述のとおり，近年の全国の法科大学院入学志願者数は下げ止まりを見せているものの，司法試験

合格者数が内閣官房の法曹養成制度改革推進室の提言を受けて 1,500 人程度とされていることを踏ま

えると，今後の志願者数の大幅な増加は見込めない状況にある。そのため，本法科大学院の重要課題

は，志願者の中からいかに優秀な学生に入学してもらうかにあると考えている。 

法科大学院受験生にとっての進学先選択時の重要指標は，在学中受験が開始されるまでは司法試験

合格率，とりわけ法学既修者の修了１年目合格率であった。本法科大学院はそれらの指標について競

合校と比して高いとは言い難い状況にあり，毎年入学定員の４～５倍程度の受験者数を確保している

にも関わらず，過去５年間の本法科大学院の定員充足率は 59.2%に留まる大きな要因となっているも

のと分析している。 

繰り返し述べているとおり，本法科大学院においては，教育の質を担保する観点から「将来，司法

試験に合格し得る資質があると判断される受験生」のみに合格を出し，単に定員充足を目的とした更

なる合格者数の拡大を採用しない方針をとっている。今回の収容定員の変更は，これまで過去 3 回に

わたって入学定員を漸減し，並行して入試制度改革を行うことで優秀な学生の確保に努めてきた考え

方を踏襲するものであり，本申請による定員変更に係る学則変更の認可後においても，合格者の水準

や合格者数の変更は行わない予定である。 

一方で，直近の令和 6（2024）年度入学者選抜においては，法曹養成連携協定が開始されて以降の

２年間の平均と比して，入学予定者数が 20.3%増加した（入学完了手続時点）。この要因としては，

令和５（2023）年司法試験における本法科大学院の合格者数及び合格率が前年度と比して伸びたこと

にあると分析しており，その元を辿ると，本法科大学院で行ってきた様々な教育改革や法曹養成連携

協定を前提とした取組の成果が上がっているものと考えている。 

今後においても，定員削減とあわせて教育の質向上に向けた各種取組を継続していくことで，司法

試験の合格者数増加及び合格率の向上が期待され，その結果としてより優秀な入学者が確保されるこ

とを見込んでいる。具体的な数値としては，定員充足率を 75%以上，すなわち最低でも 120 名以上

の入学者を確保できるものと考えている。 

以上に述べた内容を踏まえ，本申請における定員変更後の入学定員を 160 名として設定するもので

ある。 
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平成27年６月30日  

法曹人口の在り方について（検討結果取りまとめ） 

 

内閣官房法曹養成制度改革推進室において行った調査により判明した法的需要の状況

及び弁護士の活動状況に照らすと、法曹人口は、全体として今後も増加させていくこと

が相当であると考えられる。 

そこで、新たに養成し、輩出される法曹の数として相当と考えられる規模について検

討すると、現行の法曹養成制度の下で、これまで、司法試験合格者数（平成23年までは

新司法試験合格者数）でいえば、おおむね毎年1,800人ないし2,100人程度の規模の数を

輩出しているところ、この規模については、現状において、新たに法曹となる資格を得

た者のうち多くのものが、社会における法的需要に対応した活動の場を得ているという

点で、一定の相当性を認めることができる。他方、前記の法的需要に影響を及ぼし得る

社会的・経済的な外的諸事情に流動的な要素もあることからすれば、相当と考えられる

法曹の輩出規模はある程度の幅を持ったものとして考えるべきである。 

その上で、法曹養成制度の実情及び法曹を志望する者の減少その他の事情による影響

をも併せ考えると、法曹の輩出規模が現行の法曹養成制度を実施する以前の司法試験合

格者数である1,500人程度にまで縮小する事態も想定せざるを得ない。そればかりか、こ

のまま何らの措置も講じなければ、司法試験合格者数が1,500人程度の規模を下回ること

になりかねない。 

しかし、司法制度改革において掲げられた法の支配を全国あまねく実現するという理

念の下で、今後も、法曹ないし法曹有資格者の活動領域の拡大や司法アクセスの容易化

の進展が必要であることに変わりはない。そのことからすれば、新たに養成し、輩出さ

れる法曹の規模は、司法試験合格者数でいえば、質・量ともに豊かな法曹を養成するた

めに導入された現行の法曹養成制度の下でこれまで直近でも1,800人程度の有為な人材

が輩出されてきた現状を踏まえ、当面、これより規模が縮小するとしても、1,500人程度

は輩出されるよう、必要な取組を進め、更にはこれにとどまることなく、関係者各々が

最善を尽くし、社会の法的需要に応えるために、今後もより多くの質の高い法曹が輩出

され、活躍する状況になることを目指すべきである。すなわち、引き続き法科大学院を

中核とする法曹養成制度の改革を推進するとともに、法曹ないし法曹有資格者の活動領

域の拡大や司法アクセスの容易化等に必要な取組を進め、より多くの有為な人材が法曹

を志望し、多くの質の高い法曹が、前記司法制度改革の理念に沿って社会の様々な分野

で活躍する状況になることを目指すべきである。 

なお、新たに養成し、輩出される法曹の規模に関するこの取りまとめは、法曹養成制

度が法曹の質を確保しつつ多くの法曹を養成することを目的としていることに鑑み、輩

出される法曹の質の確保を考慮せずに達成されるべきものでないことに留意する必要が

ある。 

資料１ 第23回法曹養成制度改革顧問会議：【資料２】法曹人口の在り方について（検討結果取りまとめ）（抜粋） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/hoso_kaikaku/dai23/siryou2.pdf 
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1    

令和2年6月22日文部科学省高等教育局専門教育課通達：

【別添２】法科大学院等の教育に関する定量的な数値目標（ＫＰＩ）（抜粋） 

資料2
 

https://www.mext.go.jp/content/20200703-mxt_senmon02-000008443_7.pdf 
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○資料３（2022 年度弁護士白書：弁護士１人あたりの民事事件・家事事件数比較） 

 

 

【省略】 

 

 

１ 書類等の題名 

弁護士白書 2022 年度版 弁護士１人あたりの民事事件・家事事件数比較 

 

２ 出典 

日本弁護士連合会ウェブサイト 

 

３ 引用範囲 

弁護士白書 2022 年度版（37 ページ） 

https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/statistics/2022/1-2-2.pdf 

 

４ その他の説明 

東京都において法曹人材養成に対して高い需要が存在していることを示す根拠資料として

引用した。 

 

以上 
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○資料４（中央大学法科大学院入学者の社会人割合（過去３年分）  

 

 

【省略】 

 

 

１ 書類等の題名 

中央大学法科大学院入学者の社会人割合（過去３年分）  

 

２ 出典 

本学専門職大学院事務室所持データ 

 

３ その他の説明 

本内容は、学内資料（学外秘）であり【省略】とする。 

 

以上 
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0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

3

604,785 598,331 603,760 603,054 613,613 584,023 608,731 595,938 612,858 605,390 614,183 608,247 617,507 618,423 629,733 628,821 631,273 635,003 627,040 635,156

232,878 223,547 222,937 218,676 219,358 213,984 213,233 214,192 207,179 200,361 201,556 198,030 201,184 202,612 206,331 203,351 201,381 202,257 201,320 205,247

43,215 41,067 40,320 40,132 40,065 39,260 38,206 38,370 36,675 35,920 36,108 36,026 36,552 36,761 35,903 35,667 34,589 34,681 34,760 35,518

7.15% 6.86% 6.68% 6.65% 6.53% 6.72% 6.28% 6.44% 5.98% 5.93% 5.88% 5.92% 5.92% 5.94% 5.70% 5.67% 5.48% 5.46% 5.54% 5.59%

 法科大学院等特別委員会（第113回）：【資料4】法学分野の大学・大学院・研究者に関するデータ（抜粋） 資料6 
https://www.mext.go.jp/content/20231220-mxt_senmon02-000032781_4.pdf 
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○資料８（中央大学法科大学院 出身大学（学部）所在地別入学者数（2019～2023 年度）） 

 

 

【省略】 

 

 

１ 書類等の題名 

中央大学法科大学院 出身大学（学部）所在地別入学者数（2019～2023 年度） 

 

２ 出典 

本学専門職大学院事務室所持データ 

 

３ その他の説明 

本内容は、学内資料（学外秘）であり【省略】とする。 

 

以上 
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○資料９（既設学科等の入学定員の充足状況（直近５年間）） 

 

 

【省略】 

 

 

１ 書類等の題名 

既設学科等の入学定員の充足状況（直近５年間） 

 

２ 出典 

本学入学センター所持データ 

 

３ その他の説明 

本内容は、学外秘情報が含まれるため【省略】とする。 

 

以上 
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令和5年7月時点
１.基本情報

25,124 名 ※令和5年5月1日時点

２.事業概要

３.本事業で新たに設置等を行う組織
令和9年度
令和8年度 ※既に申請・届出している場合はその年度を記入

工学関係 経済学関係

300 名
1,200 名
300 名
0 名

令和9年度
令和7年度 ※既に申請・届出している場合はその年度を記入

農学関係 工学関係 経済学関係 理学関係

300 名
1,200 名
300 名
0 名

※学部・学科を新設する計画である場合は、当該学部等の所在地欄は予定所在地を記入。
※入学定員には編入学定員を含む。

大学・高専機能強化支援事業
（学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援）【支援１】

事業概要

選定年度 令和5年度 学校コード F113310103224

入学定員
収容定員

入学定員の増加数

大学名 中央大学 設置区分 私立
学校種 大学 都道府県 東京都

大学全体の総収容定員数

現在、数理・データサイエンス等の技術と知見を様々な分野に活かす素養を持ち、新たな価値を創造する能力が求められている。
本学では、これまで培ってきたAI・データサイエンス教育を活用し、持続可能な社会の実現に貢献できる意欲と能力を持った人材を育成すべ
く、これらの能力を涵養する２つの学部を検討している。
ひとつは、健康スポーツと数値の親和性の高さに注目し、到来する超高齢化社会の課題解決に向けて、健康スポーツ分野を教育フィールドに
したスポーツ×デジタル系学部である健康スポーツ科学部(仮称)。もうひとつは、食の安全や気候変動による食料危機、環境負荷低減などの
課題のある農業分野を教育フィールドに、農業DXによる課題解決を目指すグリーン×デジタル系学部の農業情報学部(仮称)である。
ともにデータサイエンスを主たる学問領域としつつ、その対象分野を明確にすることで、地域・企業等と連携したPBL型教育により本学の建
学の精神である「實地應用ノ素ヲ養フ」教育プログラムを展開する。各々入学定員300名、収容定員1,200名、2027年度開設予定であ
る。

改組予定年度
認可申請・届出予定

改組内容 学部の新設（当該大学が授与する学位の分野の変更を伴わないもの）
設置等組織名 （仮称）健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科

改組内容
設置等組織名

設置等組織の学位分野
当該学部等の所在地 東京都八王子市

入学定員
収容定員

入学定員の増加数
他学部等の入学定員の減少数

改組予定年度
認可申請・届出予定

学部の新設
（仮称）農業情報学部 農業生産科学科、生産環境工学科、食料ビジネス学科

学部学科
組織構成

法学部(法律学科、政治学科、国際企業関係法学科)、経済学部(経済学科、経済情報
システム学科、国際経済学科、公共・環境経済学科)、商学部(経営学科、会計学科、国
際マーケティング学科、金融学科)、理工学部(数学科、物理学科、都市環境学科、精密機
械工学科、電気電子情報通信工学科、応用化学科、ビジネスデータサイエンス学科、情報
工学科、生命科学科、人間総合理工学科）、文学部(人文社会学科)、総合政策学部
(政策科学科、国際政策文化学科)、国際経営学部(国際経営学科)、国際情報学部(国
際情報学科)

他学部等の入学定員の減少数

設置等組織の学位分野
当該学部等の所在地 東京都八王子市

資料10 https://www.niad.ac.jp/media-download/6777/be721ae6f7334e32/ 
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○資料 11（既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績） 

 

 

【省略】 

 

 

１ 書類等の題名 

既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

 

２ 出典 

本学専門職大学院事務室所持データ 

 

３ その他の説明 

本内容は、学外秘情報が含まれるため【省略】とする。 

 

以上 
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修了者 在学中 修了者 在学中 修了者 在学中 修了者 在学中 修了者 在学中 修了者 在学中

京都大法科大学院 287 164 123 287 164 123 275 157 118 245 136 109 188 94 94 68.36 59.87 79.66

慶應義塾大法科大学院 321 188 133 321 188 133 310 177 133 275 155 120 186 95 91 60.00 53.67 68.42

東京大法科大学院 340 202 138 340 202 138 315 182 133 274 154 120 186 92 94 59.05 50.55 70.68

早稲田大法科大学院 401 253 148 401 253 148 389 243 146 326 192 134 174 90 84 44.73 37.04 57.53

一橋大法科大学院 188 111 77 188 111 77 180 108 72 160 95 65 121 61 60 67.22 56.48 83.33

中央大法科大学院 240 163 77 240 163 77 229 153 76 170 106 64 90 43 47 39.30 28.10 61.84

大阪大法科大学院 189 135 54 189 135 54 182 129 53 149 102 47 78 51 27 42.86 39.53 50.94

神戸大法科大学院 159 110 49 159 110 49 146 98 48 111 72 39 71 44 27 48.63 44.90 56.25

名古屋大法科大学院 98 65 33 98 65 33 89 58 31 71 44 27 42 22 20 47.19 37.93 64.52

同志社大法科大学院 95 72 23 95 72 23 87 66 21 69 50 19 29 19 10 33.33 28.79 47.62

明治大法科大学院 116 97 19 116 97 19 106 87 19 78 62 16 29 24 5 27.36 27.59 26.32

北海道大法科大学院 79 50 29 79 50 29 74 47 27 53 31 22 28 13 15 37.84 27.66 55.56

東北大法科大学院 85 61 24 85 61 24 82 59 23 61 40 21 25 15 10 30.49 25.42 43.48

九州大法科大学院 102 78 24 102 78 24 94 71 23 68 49 19 22 14 8 23.40 19.72 34.78

立命館大法科大学院 114 98 16 114 98 16 110 95 15 66 59 7 20 20 0 18.18 21.05 0.00

筑波大法科大学院 55 45 10 55 45 10 51 42 9 38 30 8 17 12 5 33.33 28.57 55.56

法政大法科大学院 64 56 8 64 56 8 60 53 7 45 39 6 15 14 1 25.00 26.42 14.29

千葉大法科大学院 69 64 5 69 64 5 63 59 4 40 37 3 13 12 1 20.63 20.34 25.00

岡山大法科大学院 33 23 10 33 23 10 33 23 10 27 18 9 12 5 7 36.36 21.74 70.00

創価大法科大学院 40 29 11 40 29 11 37 26 11 25 17 8 12 7 5 32.43 26.92 45.45

日本大法科大学院 100 74 26 100 74 26 86 65 21 61 44 17 12 7 5 13.95 10.77 23.81

上智大法科大学院 51 41 10 51 41 10 48 38 10 34 26 8 11 6 5 22.92 15.79 50.00

東京都立大法科大学院 81 61 20 81 61 20 75 57 18 53 41 12 11 8 3 14.67 14.04 16.67

専修大法科大学院 40 33 7 40 33 7 35 28 7 32 25 7 10 8 2 28.57 28.57 28.57

学習院大法科大学院 46 38 8 46 38 8 43 37 6 29 24 5 8 6 2 18.60 16.22 33.33

関西大法科大学院 60 54 6 60 54 6 55 50 5 37 32 5 7 5 2 12.73 10.00 40.00

大阪公立大法科大学院 33 25 8 33 25 8 31 23 8 22 16 6 6 2 4 19.35 8.70 50.00

広島大法科大学院 25 19 6 25 19 6 22 17 5 16 14 2 5 5 0 22.73 29.41 0.00

関西学院大法科大学院 37 37 0 37 37 0 31 31 0 21 21 0 5 5 0 16.13 16.13 -

金沢大法科大学院 15 14 1 15 14 1 13 13 0 8 8 0 3 3 0 23.08 23.08 -

南山大法科大学院 19 18 1 19 18 1 19 18 1 15 14 1 3 2 1 15.79 11.11 100.00

琉球大法科大学院 38 34 4 38 34 4 34 30 4 24 21 3 3 2 1 8.82 6.67 25.00

愛知大法科大学院 6 6 0 6 6 0 6 6 0 5 5 0 2 2 0 33.33 33.33 -

桐蔭横浜大法科大学院 15 15 0 15 15 0 13 13 0 5 5 0 2 2 0 15.38 15.38 -

福岡大法科大学院 23 21 2 23 21 2 21 19 2 16 14 2 2 1 1 9.52 5.26 50.00

駒澤大法科大学院 28 25 3 28 25 3 27 24 3 15 14 1 2 2 0 7.41 8.33 0.00

成蹊大法科大学院 4 4 0 4 4 0 3 3 0 2 2 0 1 1 0 33.33 33.33 -

西南学院大法科大学院 7 7 0 7 7 0 6 6 0 3 3 0 1 1 0 16.67 16.67 -

近畿大法科大学院 7 7 0 7 7 0 7 7 0 5 5 0 1 1 0 14.29 14.29 -

立教大法科大学院 16 16 0 16 16 0 15 15 0 6 6 0 1 1 0 6.67 6.67 -

青山学院大法科大学院 11 11 0 11 11 0 10 10 0 4 4 0 0 0 0 0.00 0.00 -

神奈川大法科大学院 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00 -

京都産業大法科大学院 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0.00 0.00 -

熊本大法科大学院 3 3 0 3 3 0 3 3 0 2 2 0 0 0 0 0.00 0.00 -

甲南大法科大学院 27 26 1 27 26 1 22 21 1 14 13 1 0 0 0 0.00 0.00 0.00

静岡大法科大学院 2 2 0 2 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00 -

島根大法科大学院 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00 -

大東文化大法科大学院 5 5 0 5 5 0 5 5 0 1 1 0 0 0 0 0.00 0.00 -

中京大法科大学院 2 2 0 2 2 0 2 2 0 1 1 0 0 0 0 0.00 0.00 -

北海学園大法科大学院 3 3 0 3 3 0 3 3 0 2 2 0 0 0 0 0.00 0.00 -

名城大法科大学院 6 6 0 6 6 0 6 6 0 1 1 0 0 0 0 0.00 0.00 -

横浜国立大法科大学院 19 19 0 19 19 0 18 18 0 11 11 0 0 0 0 0.00 0.00 -

関東学院大法科大学院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - -

法科大学院合計 3,807 2,693 1,114 3,807 2,693 1,114 3,575 2,505 1,070 2,797 1,864 933 1,454 817 637 40.67 32.61 59.53

予備試験合格者

総 計

（注）　受験者数には、途中欠席者を含む。

最終合格者数が50人以上

最終合格者数が5人以下

4,1654,165 3,928 3,149

92.63

45.341,781

358 358 353 352 327

令和５年司法試験法科大学院等別合格者数等（合格者数順）

出願者 受験予定者 受験者 短答式試験の合格に
必要な成績を得た者

最終合格者数 合格率

法科大学院等特別委員会（第113回）：
【資料2-7】法科大学院別司法試験累計合格者数等(累計合格率順)  

 資料13 

https://www.mext.go.jp/content/20231220-mxt_senmon02-000032781_2-3.pdf 
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司法試験結果の分析（法科大学院）

1 北 海 道 50
2 東 北 50
3 筑 波 36
4 千 葉 40
5 東 京 230
6 一 橋 85
7 横 浜 国 立 -
8 新 潟 -
9 金 沢 15
10 信 州 -
11 静 岡 -
12 名 古 屋 50
13 京 都 160
14 大 阪 80
15 神 戸 80
16 島 根 -
17 岡 山 24
18 広 島 20
19 香 川 -
20 九 州 45
21 熊 本 -
22 鹿 児 島 -
23 琉 球 16
24 東京都立（旧首都大） 40
25 大 阪 公 立 30
26 北 海 学 園 募集停止

27 東 北 学 院 -
28 白 鴎 -
29 大 宮 -
30 獨 協 -
31 駿 河 台 -
32 青 山 学 院 -
33 学 習 院 30
34 慶 應 義 塾 220
35 國 學 院 -
36 駒 澤 募集停止

37 上 智 40
38 成 蹊 -
39 専 修 28
40 創 価 28
41 大 東 文 化 -
42 中 央 200
43 東 海 -
44 東 洋 -
45 日 本 60
46 法 政 30
47 明 治 40
48 明 治 学 院 -
49 立 教 -
50 早 稲 田 200
51 神 奈 川 -
52 関 東 学 院 -
53 桐 蔭 横 浜 -
54 山 梨 学 院 -
55 愛 知 20
56 愛 知 学 院 -
57 中 京 -
58 南 山 20
59 名 城 -
60 京 都 産 業 -
61 同 志 社 70
62 立 命 館 70
63 龍 谷 -
64 大 阪 学 院 -
65 関 西 40
66 近 畿 -
67 関 西 学 院 30
68 甲 南 募集停止

69 神 戸 学 院 -
70 姫 路 獨 協 -
71 広 島 修 道 -
72 久 留 米 -
73 西 南 学 院 -
74 福 岡 20
75 予 備 試 験

計 2,197

合格者が50人以上
合格者が5人以下

大学名
令和5年度
入学定員

※合格者について（平成24年以降）

受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率
54 15 27.78 25 9 36.00 29 6 20.69 74 28 37.84 42 23 54.76 32 5 15.63 47 13 27.66 22 11 50.00 25 2 8.00 27 15 55.56 20 12 60.00 7 3 42.86
48 27 56.25 37 25 67.57 11 2 18.18 82 25 30.49 64 21 32.81 18 4 22.22 59 15 25.42 42 11 26.19 17 4 23.53 23 10 43.48 22 10 45.45 1 0 0.00
55 18 32.73 17 6 35.29 38 12 31.58 51 17 33.33 18 13 72.22 33 4 12.12 42 12 28.57 14 9 64.29 28 3 10.71 9 5 55.56 4 4 100.00 5 1 20.00
48 10 20.83 29 6 20.69 19 4 21.05 63 13 20.63 40 13 32.50 23 0 0.00 59 12 20.34 37 12 32.43 22 0 0.00 4 1 25.00 3 1 33.33 1 0 0.00
192 117 60.94 118 90 76.27 74 27 36.49 315 186 59.05 207 152 73.43 108 34 31.48 182 92 50.55 99 69 69.70 83 23 27.71 133 94 70.68 108 83 76.85 25 11 44.00
110 66 60.00 81 57 70.37 29 9 31.03 180 121 67.22 147 110 74.83 33 11 33.33 108 61 56.48 87 56 64.37 21 5 23.81 72 60 83.33 60 54 90.00 12 6 50.00
21 2 9.52 2 0 0.00 19 2 10.53 18 0 0.00 2 0 0.00 16 0 0.00 18 0 0.00 2 0 0.00 16 0 0.00 - - - - - - - - -

12 1 8.33 2 0 0.00 10 1 10.00 13 3 23.08 6 2 33.33 7 1 14.29 13 3 23.08 6 2 33.33 7 1 14.29 - - - - - - - - -

4 0 0.00 - - - 4 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 - - - - - - - - -
52 14 26.92 25 11 44.00 27 3 11.11 89 42 47.19 55 33 60.00 34 9 26.47 58 22 37.93 28 14 50.00 30 8 26.67 31 20 64.52 27 19 70.37 4 1 25.00
175 119 68.00 132 112 84.85 43 7 16.28 275 188 68.36 214 167 78.04 61 21 34.43 157 94 59.87 110 81 73.64 47 13 27.66 118 94 79.66 104 86 82.69 14 8 57.14
111 51 45.95 72 42 58.33 39 9 23.08 182 78 42.86 130 68 52.31 52 10 19.23 129 51 39.53 83 43 51.81 46 8 17.39 53 27 50.94 47 25 53.19 6 2 33.33
111 54 48.65 88 50 56.82 23 4 17.39 146 71 48.63 122 68 55.74 24 3 12.50 98 44 44.90 80 42 52.50 18 2 11.11 48 27 56.25 42 26 61.90 6 1 16.67
1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 - - - - - - - - -
26 8 30.77 8 5 62.50 18 3 16.67 33 12 36.36 14 8 57.14 19 4 21.05 23 5 21.74 7 3 42.86 16 2 12.50 10 7 70.00 7 5 71.43 3 2 66.67
22 5 22.73 14 4 28.57 8 1 12.50 22 5 22.73 13 4 30.77 9 1 11.11 17 5 29.41 11 4 36.36 6 1 16.67 5 0 0.00 2 0 0.00 3 0 0.00

66 22 33.33 37 13 35.14 29 9 31.03 94 22 23.40 62 20 32.26 32 2 6.25 71 14 19.72 45 14 31.11 26 0 0.00 23 8 34.78 17 6 35.29 6 2 33.33
9 2 22.22 - - - 9 2 22.22 3 0 0.00 - - - 3 0 0.00 3 0 0.00 - - - 3 0 0.00 - - - - - - - - -

29 4 13.79 3 2 66.67 26 2 7.69 34 3 8.82 8 1 12.50 26 2 7.69 30 2 6.67 5 0 0.00 25 2 8.00 4 1 25.00 3 1 33.33 1 0 0.00
72 17 23.61 62 16 25.81 10 1 10.00 75 11 14.67 69 9 13.04 6 2 33.33 57 8 14.04 51 6 11.76 6 2 33.33 18 3 16.67 18 3 16.67 - - -
41 15 36.59 24 11 45.83 17 4 23.53 31 6 19.35 11 4 36.36 20 2 10.00 23 2 8.70 7 1 14.29 16 1 6.25 8 4 50.00 4 3 75.00 4 1 25.00
5 0 0.00 1 0 0.00 4 0 0.00 3 0 0.00 1 0 0.00 2 0 0.00 3 0 0.00 1 0 0.00 2 0 0.00 - - - - - - - - -

11 1 9.09 4 0 0.00 7 1 14.29 10 0 0.00 4 0 0.00 6 0 0.00 10 0 0.00 4 0 0.00 6 0 0.00 - - - - - - - - -
40 5 12.50 28 5 17.86 12 0 0.00 43 8 18.60 34 7 20.59 9 1 11.11 37 6 16.22 28 5 17.86 9 1 11.11 6 2 33.33 6 2 33.33 - - -
181 104 57.46 140 89 63.57 41 15 36.59 310 186 60.00 256 168 65.63 54 18 33.33 177 95 53.67 137 82 59.85 40 13 32.50 133 91 68.42 119 86 72.27 14 5 35.71
2 0 0.00 - - - 2 0 0.00
31 5 16.13 14 4 28.57 17 1 5.88 27 2 7.41 10 1 10.00 17 1 5.88 24 2 8.33 10 1 10.00 14 1 7.14 3 0 0.00 - - - 3 0 0.00
45 6 13.33 25 1 4.00 20 5 25.00 48 11 22.92 33 9 27.27 15 2 13.33 38 6 15.79 25 5 20.00 13 1 7.69 10 5 50.00 8 4 50.00 2 1 50.00
6 1 16.67 1 1 100.00 5 0 0.00 3 1 33.33 - - - 3 1 33.33 3 1 33.33 - - - 3 1 33.33 - - - - - - - - -
27 7 25.93 10 5 50.00 17 2 11.76 35 10 28.57 13 5 38.46 22 5 22.73 28 8 28.57 8 3 37.50 20 5 25.00 7 2 28.57 5 2 40.00 2 0 0.00
32 12 37.50 13 7 53.85 19 5 26.32 37 12 32.43 18 10 55.56 19 2 10.53 26 7 26.92 11 6 54.55 15 1 6.67 11 5 45.45 7 4 57.14 4 1 25.00
9 0 0.00 - - - 9 0 0.00 5 0 0.00 0 0 - 5 0 0.00 5 0 0.00 - - - 5 0 0.00 - - - - - - - - -

191 50 26.18 139 41 29.50 52 9 17.31 229 90 39.30 187 81 43.32 42 9 21.43 153 43 28.10 116 37 31.90 37 6 16.22 76 47 61.84 71 44 61.97 5 3 60.00

1 0 0.00 - - - 1 0 0.00
75 24 32.00 49 21 42.86 26 3 11.54 86 12 13.95 62 9 14.52 24 3 12.50 65 7 10.77 44 5 11.36 21 2 9.52 21 5 23.81 18 4 22.22 3 1 33.33
54 12 22.22 35 9 25.71 19 3 15.79 60 15 25.00 40 7 17.50 20 8 40.00 53 14 26.42 34 6 17.65 19 8 42.11 7 1 14.29 6 1 16.67 1 0 0.00
86 16 18.60 58 12 20.69 28 4 14.29 106 29 27.36 81 26 32.10 25 3 12.00 87 24 27.59 62 21 33.87 25 3 12.00 19 5 26.32 19 5 26.32 - - -

21 3 14.29 8 0 0.00 13 3 23.08 15 1 6.67 6 1 16.67 9 0 0.00 15 1 6.67 6 1 16.67 9 0 0.00 - - - - - - - - -
232 104 44.83 160 80 50.00 72 24 33.33 389 174 44.73 308 153 49.68 81 21 25.93 243 90 37.04 177 77 43.50 66 13 19.70 146 84 57.53 131 76 58.02 15 8 53.33
2 0 0.00 - - - 2 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 - - - - - - - - -
2 0 0.00 - - - 2 0 0.00
18 0 0.00 - - - 18 0 0.00 13 2 15.38 - - - 13 2 15.38 13 2 15.38 - - - 13 2 15.38 - - - - - - - - -

4 2 50.00 - - - 4 2 50.00 6 2 33.33 - - - 6 2 33.33 6 2 33.33 - - - 6 2 33.33 - - - - - - - - -

3 0 0.00 - - - 3 0 0.00 2 0 0.00 - - - 2 0 0.00 2 0 0.00 - - - 2 0 0.00 - - - - - - - - -
15 5 33.33 7 2 28.57 8 3 37.50 19 3 15.79 10 1 10.00 9 2 22.22 18 2 11.11 9 0 0.00 9 2 22.22 1 1 100.00 1 1 100.00 - - -
9 1 11.11 1 1 100.00 8 0 0.00 6 0 0.00 - - - 6 0 0.00 6 0 0.00 - - - 6 0 0.00 - - - - - - - - -
1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 1 0 0.00 0 0 - 1 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00 - - - - - - - - -
81 25 30.86 63 20 31.75 18 5 27.78 87 29 33.33 74 27 36.49 13 2 15.38 66 19 28.79 55 17 30.91 11 2 18.18 21 10 47.62 19 10 52.63 2 0 0.00
75 19 25.33 49 14 28.57 26 5 19.23 110 20 18.18 91 20 21.98 19 0 0.00 95 20 21.05 79 20 25.32 16 0 0.00 15 0 0.00 12 0 0.00 3 0 0.00

53 15 28.30 43 13 30.23 10 2 20.00 55 7 12.73 36 5 13.89 19 2 10.53 50 5 10.00 33 4 12.12 17 1 5.88 5 2 40.00 3 1 33.33 2 1 50.00
11 3 27.27 - - - 11 3 27.27 7 1 14.29 - - - 7 1 14.29 7 1 14.29 - - - 7 1 14.29 - - - - - - - - -
29 7 24.14 15 3 20.00 14 4 28.57 31 5 16.13 13 2 15.38 18 3 16.67 31 5 16.13 13 2 15.38 18 3 16.67 - - - - - - - - -
29 6 20.69 14 3 21.43 15 3 20.00 22 0 0.00 9 0 0.00 13 0 0.00 21 0 0.00 9 0 0.00 12 0 0.00 1 0 0.00 - - - 1 0 0.00

16 4 25.00 1 0 0.00 15 4 26.67 6 1 16.67 - - - 6 1 16.67 6 1 16.67 - - - 6 1 16.67 - - - - - - - - -
21 4 19.05 2 0 0.00 19 4 21.05 21 2 9.52 1 0 0.00 20 2 10.00 19 1 5.26 1 0 0.00 18 1 5.56 2 1 50.00 - - - 2 1 50.00
405 395 97.53 353 327 92.63

3,082 1,403 45.52 1,656 790 47.71 1,021 218 21.35 3928 1781 45.34 2511 1248 49.70 1064 206 19.36 2,505 817 32.61 1,598 670 41.93 907 147 16.21 1,070 637 59.53 913 578 63.31 157 59 37.58
※合格率について（平成24年以降）

合格率が全体の合格率以上
合格率が全体の合格率の半分以下

全体 既修者 未修者 既修者 未修者 既修者 未修者

　全体 　在学中受験資格
令和4年

　法科大学院修了資格

既修者 未修者

令和5年

法科大学院等特別委員会（第113回）：【資料2-5】司法試験結果の分析(法科大学院)（抜粋） 資料15 
https://www.mext.go.jp/content/20231220-mxt_senmon02-000032781_2-5.pdf 
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